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おわりに一今後の課題—

1. 問題の所在

1980 年代半ばから西独農政は転換してきている(1)。 本稿では， 1980 年代の

農業をめぐる国際問題を念頭に置きつつ， 西独農政転換の背景および内容をた

どりながら， その転換の性格を明らかにすることを課題とするものである。

80年代半ばまでの西独農政は， 非農業者との所得の均衡をもたらす生産者の

所得の改善， 消費者の食料ニ ー ズの充足を主な目的としていたが， 減産を明確

に追求していなかった。 しかし， 80年代の農産物過剰からの国際的諸関係の緊

張は， この農業政策の限界を明らかにした。

1985年西独農相キ ー ヒレしま「以前は美徳であった増産が， もはや農政上の悪

であり， 破壊的である(2)」といい， 続いて， 1988年にはおよそ次のように述べ

ている。 「1988年 2 月のEC 理事会の決定は西独農業に新しいディメンジョ｀ノ

をもたらした，すなわち， これまでの農産物をたえず増産させていくことから
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減産や生産しないことを評価することへ転換し， 今後はこれまでの輸出および

在庫のための資金の一部を直接農業主の所得支持に向けながら， ECは域内へ

の供給に集中し， 国際的貿易摩擦を解消する一方で経済的のみならず環境的に

も能率的な農業主が必要である。 この二つの結合に成功すれば食料供給のみな

らず， 自然的生活条件の維持に貢献するという農業の必要性について国民が合

意しよう(3)。」

本稿は， キ ー ヒレ農相が述べているような抑制的市場価格政策を受け入れつ

っ， 環境保全を考慮し， かつ， 直接的な所得支持に重点をおいた新たなディメ

ンジョンでの政策を「デカ ッ プリング的施策」とおさえ， 現在進行中の西独農

政におけるデカップリング的施策の意義を分析し， 西独農政， ひいてはEC共

通農業政策の転換の意義を究明することを課題とするものである。 西独の農政

当局者は「保護の削減」あるいは「デカ ッ プリング」を行なうべきとは主張し

てはいない。 しかし， 結果として「保護の削減」に相当妥協せざるを得なくな

り， それに対応して生産に結び付かない直接的所得支持的施策やハンデキャ ッ

プ(4)地域に対する助成に集中するといった デカ ッ プリング的施策を 展開して

いる。 そのようなデカップリング的施策に重点を転換した西独農政の新たな展

開＝転換の内容・意義を分析することによって， 高度産業社会における家族的

小農経営構造をとる農業・農村の機能を明確にすることも課題としている。

まず， 第 2 章では「生産と所得を切り離す」デカ ッ プリングの概念が80年代

後半， サミット， OECD, ガット等の国際場裡で検討され， 国際的に共有す

る概念となってきた経緯， すなわち， デカップリングをめぐる国際的潮流を明

らかにする。

本稿では西独農政における生産の増加に結び付かない直接的所得支持政策，

ハンデキャップ地域の所得支持政策をデカ ッ プリング的施策として捉えている

が， デカ ッ プリング的施策は， 西独農政のみで採用されているのではなく， 84

年以降， EC共通農業政策に取り入れられ， その取り決めが西独農政の枠組み

を規定している。 しかし， EC共通農業政策においてガイドラインを定めたと

しても， それが， 各国においてどのように実施されるかは， 各国の農業の歴史
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性と社会経済構造に規定され， 共通性と同時に相異なる色彩を持つことになる。

80年代後半西独農政は， その国際的枠組みであるECの農政改革と西独の農業

経済・農業構造あるいは農業に対する公共的ニーズの変化に伴い編成替え（転

換）していくのであるが， その過程を明らかにしたのが第3章である。 第4章

では， デカ ッ プリング的色彩の強い施策を詳述しながら， 80年代半ば以降の西

独農政を分析することにより， 西独におけるデカップリング的施策の意義を究

明する。

注(1) 高山隆子「80年代の西独農政の基調ー農民的家族経営を中心にして」（『農業総

合研究』第42巻第 4号， 昭和63年10月）。

(2) Kiechle I, …und grun bleibt unsere Zukunft, 1985, p. 115.

(3) Agra-Europa (ドイツ語版） 1988. 12. 27. Landerberichte 7.

(4) 本稿では "benachteilige" をハンデキャップとして訳している。

2. デカップリングをめぐる国際的潮流

本稿は以上のように西独農政における農政転換・ デカ ッ プリング的施策の

意義を明らかにすることを課題としているが， それに先立って「デカ ッ プリソ

グ」に関する国際的潮流を概括しておこう。 西独農政におけるデカ ッ プリング

的施策もサミ ッ ト， ガット， OECD, ECの国際場裡における農業問題解決

への方向性をめぐる論議を考慮しながら実施されてきている。 その論議が一つ

の国際的潮流として形成されてくるが， その一端を西独の主張自身が担ってい

た。

80年代の世界的農産物過剰から先進国間の摩擦が激化し， 農業問題は国際場

裡での解決が迫られることとなった。 その焦点は農産物貿易問題であった。 農

産物貿易問題の国際的解決の指針をめぐる国際的， また， 各国での議論の過程

において「デカップリング的施策」が模索されてくるのであり， 1989年現在も

試行錯誤の段階にある。 しかし， 後述のように試行されている事実は軽視され

るべきではなかろう。 というのは， それは従来の農産物価格支持を柱とする農

業保護制度の枠組みの編成替えであり， その耀成替えが「公共政策的視点」を
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取り入れながら行なわれているからである。

(1) 国際農産物討議におけるデカップリング的視点

ア. 1987年 OECD 閣僚理事会およびヴェニス・サミット

いわゆるデカップリング的概念について国際場裡で広い意味での合意が成立

したのは1987年のOECD 閣僚理事会が端緒とみられている。 この時期は， 農

産物過剰が国際的に激化し， OECDとしてもその解決への取組みが迫られて

いた。 このため， 農政改革が必要であるとして次のコミュニケが採択された。

「改革は， 次の原則に基づくものとなろう。 a長期的な目標は， 農業助成の

漸進的かつ協調的な削減および他のあらゆる適切な手段を通じて， 市場のシグ

ナルが， 農業生産の方向付けに影響を与えうるようにすることである。 このこ

とにより， 資源のよりよい配分がもたらされ， 消費者および経済一般を利する

こととなる。 b農業改革の長期的目標を追求するに当たり， 食料の安定供給の

確保， 環境保全あるいは厖用全般等の純経済的でない社会的およびその他の要

請に配慮することができる。 長期的な目標を達成するための政策の漸進的是正

には時間を要するであろう。 このことからも， 遅滞なく政策の是正に着手する

ことが一層必要である。 C … …次のことが必要である。 ……供給面では， 生産

刺激的な保証価格およびその他の措置を削減することにより， 生産量の制限を

課すことにより， あるいは， その他の手段により， 供給過剰の拡大を回避する

措置を実施すること… …e農民の所得支持は， 価格保証， あるいは生産， また

は生産要素に結び付いた他の措置を通じて行なわれるよりも， むしろ， 適切な

場合にほ， 直接的な所得支持を通じて行なわれるようにすべきである。 このよ

うな方法は， 特に恵まれない地域の， また農業部門における構造調整の影響を

受ける低所得の農家の必要に応えうるうえで格別に適したものといえる。 f農

業部門の調整は， 農村地域での様々な活動の発展のための総合的政策により支

援されるならば， 促進されるであろう。 こうした政策は， 農民およびその家族

が補完的な， または代替的な所得を得ることの一助となろう(1)。」即ち 19871年

OECD 閣僚理事会コミュ ニ ケでは生産と所得を切り離すデカップリング的施
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1987年ヴニ ニス・ サミットでも「長期的な目標は，食料の安定的供給の確保，環

境保全及び雇用全般等の社会的およびその他の要請(social and other concerns) 

に配慮しつつ， 農業助成の漸進的かつ協調的な削減およびその他のあらゆる適

切な手段を通じて市場のシグナルが農業生産の方向付けに影響を与え得るよう

にすること」，「国内において， また， ウルグアイ ・ ラウンドの包括的交渉を通

じて必要とされる農業政策の調整を協調して達成するとのコミ ッ トメントを強

調すること」，「余剰農産物の生産をさらに刺激し， 保護を増大させ， あるいは

世界市場を不安定化させることにより， 交渉環境を悪化させ， そしてより一般

的に貿易関係を損なうような行動を差し控えることにつき合意し， また， 他国

に対しこれに合意することを要請する(2)」とし，OECD閣僚理事会での考え

を支持した。

イ． ウルグアイ ・ ラウンドヘの主要国提案(1987年）

(:r) 1986年9月プンタデル ・ エステ宣言が採択され， ウルグアイ ・ ラウンド

が開始された(3)。農業については，．『農業貿易の一層の自由化を目的として1987

年設立された農業交渉グループで交渉が開始され， 1987年7月以降， 主要国よ

り農業交渉に関する基本提案が順次なされた。 米国， ケアンズ・ グル ー プおよ

びECの提案には， 次のようにデカップリング的視点が含まれていた。

a 米国案(1987年7月6日）

米国案ば10年間で直接的， 間接的に貿易に影響を与える全ての農業補助金

の廃止を提案しているが， 同時に， 生産や貿易に中立的か影聾が小さいものほ

廃止から除外されるとしている。 除外されるものとしては， 生産や販売から切

り離されている直接的支払等(direct income or other payments decoupled 

from production and marketing)を挙げ(4), 農業をめぐる国際調整の場にデ

カップリングの手法を提案している。

b ケアンズ・ グル ー プ案(1987年10月26日）

アルゼンチン， 豪州， ブラジル， カナダ， チリ， コロンビア等13カ国の非補

助金輸出国からなるケアンズ・ グル ー プは全般的な政府の支持水準を引き下げ
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るために，各国毎に，スケジュールに従って貿易歪曲措置を減少，かつ，撤廃

すべしとしている。そして，優先させるものとしては，輸出補助金および直

接・間接的に輸出増大または輸入減少させる補助金の消滅，関税の引下げ，非

関税障壁の消滅等をあげている。

しかし，消費補助金等のヒューマニズムに基づく措置や構造調整を進める措

置で生産や貿易への影響が少ないものは，一定の条件のもとで，除外するとし

ている。そして，この関連で生産および販売から切り離される(isdecoupled) 

直接所得支持，生産や貿易への影響が少ないか，または生産・輸出の減少に機

能する調整および資源再配分助成，研究，普及，教育，市場情報，検査，格付

け，病害虫対策，天災救助措置についての正確な定義や条件を展開すベLとし

ている(5)。

c EC案(1987年10月7日〉

ECは，農業交渉の基本問題を世界農産物市場に悪影響を与えている過剰の

解消とし，農産物貿易に直接的・間接的に悪影響を与える支持の漸減を含む適

切な措置により生産をよりよく調整し市場シグナルに対する農業の感応性の

増大，農業者に対する所得支持の手法を生産に直接結び付かない直接的援助を

より多く利用するよう転換する農政改革を必要としている。突渉は，第 1段階

として現行の不均衡の増大を防止することにより市場を健全化するための支持

の引下げと，第 2段階と Lて支持を相当程度削減し，国際的市場不均衡の原因

を減少させ，生産のインセンチブを減少させることにより構造的な市場不均衡

を改善すること，そして，これによる所得の喪失については，好ましくない産

出効果をもたらさない農業者への所得援助によってパック・アップすべきとの

考えで行なうこととしている。

EC案は，米国やケアンズ・クツレープのように正面からはデカップリングを

提案していないものの，生産と所得を切り離す方向へ農政改革を行なうべきこ

と，また，農業保護の計量化については， OECDで開発されたPSE (生産

者補助金棺当量〉を基礎としつつも，貿易に影響あるものに限ること，生産制

限的措置について考意すべきことを内容としており，また iこのアプローチ，



西独におけるデカップリング的施策の諸相と意義 45 

特に市場政策から農業所得支持措置を切り離すことくthedecoupling of farm 

income support measures from market policy)は，生産に関係しない所得に対

する直接的支持措置が導入されることによってのみ，実現するC6¥Jとの説明

が付加されており，デカップリング的視点に配慮した提案と言えよう。また，

在ロンドンの豪州高級委員会特別貿易代表のダッチ(L.Duthie)もEC案は生

産から所得を切り離すことを若干強調している(Someemphasis is also placed 

on decoupling incomes from production) C 7)とみている。

付) ECの農業委員の官房長のウィジマーレン (H.Wijmaalen)は， 1987年

の米国案(前述〉によるデカップリングには同意できないとしつつも r我々

は，農業支持を減少し，リバランスし農業支持を特定化しかっ，農業支持

を生産量からより切り離すため (makingit more decoupled fro.ll1 production 

levels)の長い道のりを歩めないということではない(8)J としている。

また， Bureau de Recercesのネビーユ・ロルフ (E.Nevi!le-Rolfe)とキャス

パリ (C.Caspari) はデカップリングについて異なる視点があるとして，概ね

次のように述べている。 ECはデカップリングの概念を受け入れる用意をして

いたが，米国と多少異なる視点であった。 EC提案は，直接的所得助成によっ

て，価格の引下げを補償する形を取っており，助成によって，助成を受けた者

が価格の引下げを相殺するために簡単に増産することがないことを狙ったもの

であって，米国案のように産出を減少を狙ったではなかった(9)としている。

また，米国，ケアンス・グループ， ECの三者ともデカップリングの原則を広

義には受け入れていたともしている(10)。

ウ. OECDモニタリング・レポート (1988年〉

OECDでは1987年の閣僚理事会の決定を受け，農業政策・市場及び貿易の

状況を検討し，その結果を1988年“AgriculturalPolicies， Markets and Trade-

Monitoring and Outlook 1988" (以下モニタリング・レポートという〉で公表

し r農業所得支持は，価格保証，あるいは生産または生産要素に結び付いた

保証価格またはその他の措置を通じて行なわれるよりもむしろ，適切な場合に

は，直接所得支持を通じて行なわれるようにすべき」と合意されたとし， r即
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も，農業所得支持は生産増大効果のある措置から切り離されるべき (farm

income support should be decoupled from measures that have an output 

enhancing e妊ect)(11)Jとしてデカップリングを説明している。

そして de∞upleddirect incomeに含まれるものとして，離農政策や生産転換

政策のように農業から資源を引き離す施策，山岳地域の農民等ハンデキャップ

のある農業者への社会的構造施策，環境保全のサーヴィスに対する農業者への

支払いを挙げている。また， decoupled direct incomeは，生産中立的で，災害等

の特別な目的をもっ一時的性格の直接的所得支払いであること，対象は支持が

必要な農業者に限られるものとしている。そLて， ECの政策のうち decoupled

direct income pa戸田ntsにおいてI"E C農政改革の関連で社会的構造政策が農

業所得支持により重要な役割を果たしている」とし過剰生産を回避する一方，

農業者が遭遇する所得の困難を解決するため， 1987年 6月に採択された生産粗

放化政策，山岳地域・ハンデキャップ地域に対する施策，環境配慮的施策，農

業投資，若齢農業者の定着措置，直接農業所得援助，生産中止年金等の一連の

施策を例示している。本リポートの当該引用部分は事務局の責任での公表が閣

僚理事会で留意されており， 1"要約と結論」部分のようにE式に合意されたも

のではなし、。しかし，この記述はOECD加盟国の事務レベルで検討され，妥

協が成立したものであり， OECD加盟各国がおおむね合意した記述とみられ

る。

ヱ.ウルグアイ・ラウンドの中間合意 (1989年〉

88年12月のモントリオールにおけるウルグアイ・ラウンドの中間見直し閣僚

理事会議では農業保護の「撤廃」と「削減」をめぐって合意が得られなかった

が， 89年 4月，高級事務レベル貿易交渉委員会で，農業に関して長期交渉，短

期措置の枠組みおよび食品衛生，動植物検疫規則が合意された。そして， 1"農業

の支持・保護について，一定の期間にわたり，相当程度の削減を漸進的に実施

する (substantialprogressive reductions in agricultural support and protection 

sustained over an ag児 edperiod of time)Cl2) Jを長期目標とし， その実現のた

め協定国が， 89年末までに詳細な案の提示が要請された。この際，デカ y プリ
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ングされた所得支持 (decoupledincome support)もその例示とされた(3)。

オ.米国提案 (1989年10月25日〉

米国は，ウルグアイ・ラウンドの中間合意に基づき包括提案をしている。そ

のうちで，国内支持については政府の支持の程度および貿易歪曲の度合に応じ

て三つに分類している。管理価格政策(二重価格制度，国家管理等を含む〉や

所得支持政策(生産，価格，生産費に結び付いている所得支持，作付転換のた

めの支払い等〉は10年間に段階的に廃止すべき政策としているが，生産，価格，

生産費に結び付いていない所得支持政策，環境保護のための政策，災害救助，

開発研究・普及等については許容される政策としその他の政策は規律に服さ

せる政策としてAMS(農業保護の総合的計量手段〉を用いて， 10年間で合意

された水準まで削減することを提案しておりClu，デカップリングは依然、として

米国提案の重要な手法となっている。

以上のようにデカップリングの概念、は，ウノレグアイ・ラウンド交渉等の国際

農産物の討議の場でも登場し，農業保護の軽減に伴う重要な手法のーっとして

認識されている。しかしその具体的内容については合意が得られない情勢に

ある。

(2) デカップリングをめぐる論点

前節で述べたように，国際場裡においてデカップリング的施策が検討されて

きた。しかし rデカ γプリング的施策」あるいは「デカ yプリング」とは

どのような概念であるか明確には規定されていない。この点に関し“World

Agricultural Trade: Building a Consensus"の邦訳版「世界農業貿易とデカッ

プリング」の監訳者の逸見謙三教授は「北米のデカップリングに関する論文は

すっきりしており，理解しやすし、。 ECのデカ y プリングに関する論文はもっ

てまわった書き方になっている(15)Jと指摘し，また，デカップリングを強調し

ている Resourcesfor the Futureのグループも「デカップリングは一般的な概

念であって，人によってその意味は異なっている。デカップリングの議論を通

じて，広義の或いは狭義の定義が生まれてきた~16)Jとデカップリングに対する
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概念の多様さを認めている。

以下，デカップリングに関して，どのように専門家から見解が出されている

若干の整理を試みておこう。

ア. 1世界農業貿易の改革案」にお防る見解

世界農業貿易の改草を検討する 117カ国の専門家29人」は，その合意結果を

官 .eformingWorld Agricultural Trade"として提言した。そして， 1各国政府

が最も貿易歪曲的でない政策タイプ(也etypes of policy instruments that are 

the least trade-distorting) に合意し，それに従って農業計画を練り直し始める

ことが重要(17)Jとし資源配分と貿易の歪曲を最小にするために「農業政策を

生産と販売から切り離すプロセス (aprocess of decoupling farm policy from 

production and marketplace) Jが求められるとデカップリングの必要性を強調

し，また，このようなことは「資源保全や環境改善をすすめる施策によって補

完される(18)Jとしている。

そして多角的農業交渉の進め方として，第 1には「各国政府がOECDで合

意された農業者への支持を漸進的に生産，消費，貿易から切り離す(‘de∞upled'

or‘delinked' from production， consumption and trade) 原則を遵守」しか

っ， r現在の政策の歪曲的効果を取り除きJ，そして，それらが貿易中立性を確

保することが必要としている。

第 2には，各国政府が貿易歪曲効果によって農業政策手段を区分することが

必要であり，貿易中立的な，即ち，デカップル的な農業施策 (farmprogramms 

也atare trade-neutral or d伐 oupled)および除去や調整すべきでない施策とす

べき施策について政府間合意に達することが必要としている。そして，例示と

して，政府のサーヴィス，一般的なインフラストラクチュア整備の支援で，と

くに，発展途上国では農業の近代化が必須な場合は，対象外になる可能性があ

る。市場安定化プログラム，在庫緩衝計画，過剰資源の除去計画は，暫定的制

度とみなされ，特定の条件のもとで存続し，レビューの対象となるかも知れな

い。新たな所得支持制度が必要となるかも知れない。そして，これらが合意さ

れれば，ガットのコードに組み入れられ，各国政府が農業保護を漸減するとい
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う約束を律するものになるかもしれないとしている。土地・水資源の保全措置

や環境改善措置は，圏内農業計画の補完的措置とされる。景観保全措置等の外

部経済効果がある施策は，目的を明らかにし貿易への影響を最小限にして交

渉の対象とすべきとしている(19)。

イ.デカップリングをめぐる論点

国際場裡における農産物貿易ルールの見直し，新しいルールの作成において，

前述のように米国，ケアンズ・グループ. ECの間で見解の相違がある。これ

は，現在の農業問題，農産物貿易問題に関する立場と認識の差に基づくもので

ある。即ち，農産物輸出国の立場にある米国やケアンズ・グループは貿易歪曲

的措置である非関税輸入制限措置と輸出補助金全屠を強く主張している。 1989

年10月の農産物貿易に関する米国提案は非関税的輸入障壁を関税化し，かつ，

その関税を10年間で削減することを柱のーっとする提案であった。この提案は，

農業生産と農産物貿易を，古典派経済学の自由競争モデルに基づき，自由な市

場経済に委ね，工業生産，工業品貿易と差別しないという主張である。即ち，

農産物貿易に，市場経済を無条件に適用することによって現在の農産物過剰に

よる貿易屠擦を解決し，農業部門に投入される資源を世界的に適正配分すべし

とする経済理論の主張であった。米国案にみられる見解に関しては，現実では

農業生産部門において資源の移動が自由ではなく，競争モデルの機械的な適用

は政策的に危険であり，かつ，市場経済が農業のもたらす外部経済効果を無視

してきた欠陥をもっという点からの批判が「世界農業貿易の改革案」の作成に

参加した英国レディシデグ大学のマーシュ(J.S. Marsh)教授から出されて

L 、るα0)。

米国案に対し. ECの立場は「市場シグナルに対する農業の感応性を増大す

る」とし寸表現をしながら自由な市場経済を認めている。しかし市場経済に

農業生産・農産物貿易を任せてしまうとし、う立場をとっていなL、。 1984年以降

のEC共通農業政策の変化について西独ボン大学のハインリッヒマイヤー

(W. Heinrichmeyer)教授は「共通農業政策の変化の推進力は財政の抑制の

必要性と深刻な貿易摩擦を回避する必要性α1)Jの二つの必要性をあげ，それに
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よりECは農産物価格を引き下げ， 今後10年間で国際価格との格差も縮小する

とみている。 即ち， 現実の切迫した問題の解決に向けての政策努力が「市場の

シグナル」を感知しながら試行するということであり， 米国のように市場経済

の理論・理念が先行するより， 現実に即して問題の解決に向かっている。 そし

て， ハインリ ッ ヒマイヤ ー はデカ ッ プリングについても次のように述べている。

「このような政策の変化は， デカ ッ プリングの原則を採用するとの政治的決定

により行われると理解すべきではなく， 不可避の必要性の結果と理解すべき」

である。 即ち， デカ ッ プリング的施策も原則・理念から導かれたという性格で

はなく， ハインリッヒマイヤ ー の指摘のように現実の必要性に応じて形成され，

整理されてきたのである。したがって， ECの農産物貿易見直しの姿勢ほ， こ

の現実の問題解決に向けての試行錯誤の経験を踏まえたものである。 ECは，

農業問題の解決には， 従来の保護の削減が必要であるが， 市場経済が機能する

環境が必要であり， そのため， まず， 需給をバランスさせることが必要と認識

している。 このように， 米国とECとは， 「自由な市場経済」の農業政策にお

ける位置づけとその実現手段に大きな相違があるといえる。 さらに， ECの姿

勢は「農業問題」の解決を目的とし， 米国のように「市場経済原理」を貫徹さ

せることを第一義的な目的とはしていない。 それより， ECでは当面の課題で

ある財政削減， 貿易摩擦が解消されれば良いのであり， 農産物過剰が緩和し，

財政支出も縮小し， 貿易摩擦も小さくなれば， 現行の輸入課徴金制度を存続さ

せても良いとしているのである。

しかし， デカップリングの概念は， 1980年代の農産物過剰が世界各国の農業

助成の増大と関連してきたこと， そしてそのことが生産量と消費量とを均衡さ

せる市場メカニズムの機能を低下させ， 財政逼迫， 貿易摩擦の激化を背景に，

農業助成の削減の必要性が合意されてきたことと不可分に結び付いている。 さ

らに， 注目すべきことは， 農業助成削減についてのいずれの提案も， 助成政策

の全てを除去すべきとしているのではなく， 一定のものは除去すべき対象とし

ていないことであり， そして， その背景からいずれも農業生産と所得を切り離

すこと， 即ち， デカ ッ プリングに共通の認識があることである。
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前述のように，デカップリングの具体的内容は様々に理解されている。しか

し，本稿では，以上の分析により， 1987年 OECD閣僚理事会でのコミュニケ

において合意されたラインを基礎に， 80年代後半，西独で進められた農政の変

更は，一方では過剰を回避する形での農業保護を削減する方向をとり，他方で

は特に恵まれない地域の農業者等の社会的・地域的な困難な者に対してより直

接的所得支持政策を行ない，環境安全，地域政策にも考慮するという国際的な

合意を基礎として生産と所得を切り離すことを中心としている施策を広くデカ

ップリング的施策としてとらえたい。以下，西独農政転換の背景をデカップリ

ング的施策との関連で分析する。

注(1) OECD， 1987年閣僚コミュニケ，パラグラフ21.

(2) 1987年ヴェニスサミットコミュニケ，パラグラフ19-20.

(3) 1986年5月の東京サミットでは， 1985年5月のボンサミットに引続き新ラウン

ドの開始が支持されると共1(，サミット史上始めて当面する世界の農業問題が議

論され，東京経済宣言に 1項が盛り込まれた。同宣言は r技術の向上，世界市

場情勢の変化，我々の全ての国における長年にわたる国内補助金及び農業保護政

策等から発生した世界的な構造的余剰状態が存在していることを憂慮」し，この

乙とが「開発途上国の経済を阻害するとともにより広範な保護主義的圧力の危険

を増大させるおそれがある」とし i世界需要に照らして，政策を再編成し，農

業生産構造を調整するための行動が必要である」ことに参加国が合意したもので

ある。なお，乙の前提には「農村社会の福祉にとっての農業の重要性」が認識さ

れている。

1986年9月ウルグアイで新たなウルグアイ・ラウンドの開始を宣言するプンタ

デノレエステ宣言で，農業について r協定国団は，世界の農業市場における不確

実性，不均衡及び不安定性を削減するため，構造的余剰に関するものも含め貿易

制限及び貿易歪曲措置を是正し防止する乙とにより，世界の農業貿易に一層の規

律及び予見可能性をもたらすことが緊急に必要であるとと」につき合意し，交渉

は「特に，輸入障壁の軽減を通じて，市場アクセスを改善する乙とJ，r農業貿易

!1:直接又は間接的に影響を与える全ての直接及び間接の補助金並びにその他の措

置の使用に対する規律を拡充する乙とにより競争環境を改善する ζ と，右!1:!ま，

それらの否定的効果を段階的に軽減する乙と及びそれらの原因に対処することが

含まれる。」等により「農業貿易の一周の自由化を達成J，i輸入アクセス及び輸

出競争に影響を与える全ての措置の強化」等を目指すべきとした。

(4) OECD， Agricultural Policies， Markets and Trade-Monitoring and Outlook 
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1988， p. 93および USDA，Agricultural Outlook， 1988， 12， p. 34. 

(5) “The GATT Uruguay Round.The Agricultural Issues"， Agra Briefing No. 

14. 1987， pp. 42-49. 

(6) EC Informati.仰， P. (87) 64. 

(7) L. Duthie“The GATT negotiations" in Agra Europe Special Report No. 

44， p. 5. 

(8) H. Wijnmaalen，呪eynoteAddress" Agra Europe， Special R，ゆortNo. 44， 

p. 6. 

(9) C. Caspari & E. Nevi1le.Rolfe，“The Future of European Agriculture" The 

Economist Intelligence Unit， Special Report No. 2007. p. 26. 

(10) Ibid.， p. 27. 

(1D OECD， Agricultural Policies， Markets and Trade.Monitoring and Outlook 

1988， p. 81. 

(12) 小松兼一「ウ Jレグアイ・ラウンドにおける農業交渉の現状と日本農業JcrAF 
F.n 1989年 6月号)20~27ページ。

間 EuropeDocuments Ne. 1553. 1989. 4. 29. 

凶米国大使館広報・文化交通局報道部，“U.S. calls for Market.Oriented Farm 

Trade System"， Backgr，仰 ndBulletin. 

間 W'M・7 イナー， D' E ・ハサウェー著，逸見謙三監訳「世界農業貿易とデ

カップリング」まえがき vii.

側 「デカップリング農業計画J(11"のびゆく農業J771号 1989年 6月) 6ページo

(17) W. M. Miner and D. E. Hathaway， World Agricultural Trade: Building 

a Concensus， p. 12. 

間 Ibid.，p. 12. 

(19) Ibid.， p. 15. 

(20) Ibid.， p. 145. 

f2D Ibid.， pp. 163-165. 

3. 西独農政の転換の背景

(1) EC共通農業政策とデカップリング的施策

ローマ条約が成立した1957年には，ヨーロッパ諸国の食料自給率が低く，農

業生産量の増大は，ローマ条約第39条第 1項の「農業生産性の向上，個々の農

業従事者の所得の増加による農村の公正な生活水準の確保，市場の安定，供給
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の確保 ・ 消費者への合理的供給の確保」 は共通農業政策の目的と矛盾するもの

でなかった。 したがって， ス トレザの会議でも「共通価格は適切な所得をもた

らすものでなければならない」 と合意され，また，ロー マ条約の「農業生産性

の向上は，農業算出量の増加として理解されていた(1)」。

しかし，ロー マ条約以後の30年間に，予期せぬ新たな問題が生じた。

まず，共通農業政策の農産物支持価格は，各国農相を中心に決定されるため，

農業生産技術の向上等の市場動向よりも，生産者の所得を考慮して決定されが

ちであった。 農産物価格支持は無制限な保証を伴っており，生産が消費を上回

って増大しても，生産抑制されず，とくに80年代には穀物も含め慢性的過剰と

なった。 在庫は増大し，輸出補助金が増大し， ECは農業財政負担と，対外摩

擦の激化に悩まされることとなった。 「経済学的にみれば，この趨勢は， EC

l 内の資源浪費の増大と域外が受ける経済的ロス の水準の上昇を意味する(2)」の

であり， EC農政の改革の直接的な推進力となった。

そして，通貨制度が固定相場制度から変動相場制度へ移行し，通貨変動が大

きくなるに伴い，グリ ー ン ・ レー トを基礎とする統一農産物価格制度が複雑化

し，不正発生の原因となったこと，また，ECが農産物輸出が拡大し，国際市

場に置ける EC共通農業政策の影響が大きくなる中で，80年代の国際農業問題

が激化し，ウルグアイ ・ ラウンド等の国際的場裡で，国際摩擦の一因であるE

C共通農業政策の改革が必要となった。

また， EC発足当時の加盟国は，経済社会農業構造が比較的類似していたヨ

ーロッ パ大陸北部の6カ国であづたが，その後30年間に，加盟国は12カ国とな

り，経済社会農業構造は多様化した。 ちなみに，1987年の国民1人当たりのG

DPは最低のボルトガルに対して最高のルクセンブルグは2.4倍，西独でも2. 1 

倍であり，共通価格政策によって所得問題を対応することが困難になった。

さらに，米国や日本と匹敵する経済的枠組みの必要から1992年を目指した域

内統合を進めるため，共通農業政策費の節約，域内に残存する農産物の貿易障

害を除去することが必要となり，環境や自然に対する関心の高まりをも考慮し

た農政の将来のヴィジョンを明確にし，合意された目的を徐々に実現する戦略
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について， 社会的・政治的コンセンサスが必要とされた。

ア． グリ ー ン・ペーパーにみる視点

EC 委員会は， 農政改革に向けての 基本的な選択を問うグリ ー ン・ペーパー

「共通農業政策の展望」 (1985年 7 月）に基づき農政関係者との 協議を開始し

た。 「EC農政は食料の 安定供給という目的を完全に達成し， むしろ， 過剰の

ため， 納税者の 負担， 政治的困難， 国際問題が生じている。 このような状況か

ら， より市場志向的政策の 採用， 農産物価格の引下げ， 生産量の調整が現実的

な解決方法であり， 生産転換， 販路多角化をなすべきである。 また， 農村地域

の経済的発展のために農村での農業を含む経済の多様化や民泊等の 副業が重要

である。 農業の環境・田園の 保全の 役割も重要な戦略」であるが， 「抑制的価

格政策を講じる ことによって深刻な困難に陥る農業者に対してほ， 慎重に対象

を絞った援助」を必要とし， ハ ンデキャップ地域への援助のような既存の制度

の拡充， 早期引退年金制度， セットアサイド， 直接所得保証等の創設等を議論

の対象とした。 即ち， グリー ン・ペ ー バーではデカップリング的施策の 視点が

強調されていた。

グリー ン・ペ ー パ ー を基礎にした暫定方針「 EC共同体の 未来」 (1985年12

月）では「現在の EC 農政が直面している深刻な問題（農産物の過剰， 食料の

品質に対する消費者の 要望， 国際社会に対する責務， 農村社会の保全）に対し，

効果的な行動を取るべき こと， ョ ー ロッパ農業は， 農民的家族経営が中心であ

り， 構造および生産条件が多様という特別の性格があり， 大規模で経営数の 少

ない米国の農政のアプロ ー チは適しない こと， 農業が， 経済的機能以外に地域

的発展， 社会経済構造の 維持， 環境保全や田園保全に貢献しているとの 認識が

高まり， このような社会へのサ ー ビスは特に都会から離れていたり自然条件が

恵まれず， 過疎の 恐れがある地域では特に重要である こと， 農業者は， 農業の

特別の性格を強調しつつもいたずらに固定的なアプロ ー チは拒否し， 技術的・

経済的 ・ 社会的発展に参加・適合し， 他の経済部門との 統合の プロセスに参加

しようとしている こと」，「価格政策はより抑制的なものとなる」としつつも，

「構造政策としては社会的構造政策が重要な戦略」と合意し， グリ ー ン・ペー
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パーで提案されたデカップリング的施策の視点が見られるのである。

イ ． 市場価格政策

EC農政改革の第 1 の特色ほ主として市場価格政策による需給均衡•生産抑

制的施策の強化であり， それによる農業財政支出の節約である。 このような方

向は， 1980年代の始めから進められていたが， 1984年には共通農業政策開始後

初めての共通農産物支持価格の引下げ，牛乳の生産調整の導入C3), MCA (国

境調整金）の漸次縮小・撤廃が合意され(4), 1985年から1987年にかけて共通農

産物価格をさらに引下げ， 保証限度数醤制強化， 生産者共同課徴金制の拡大，

生産割当制の拡大， 介入買入れ期限の制限の強化， MCA縮小の進行等と市場

価格政策は抑制的方向がすすめられた。

1988年 2 月の EC首脳会議の合意により， EC農政改革は従来の路線をさら

に進めた。 農産物価格政策費の年増加率をECの平均経済成長率の74%以下に

制限し， 殆どの農産物にスタビライザ ー （生産量が保証限度数量を上回った場

合は調整が自動的に働く機能）を導入した。 穀物生産量が保証限度数量(1億

6000万トン）を上回れば， 従来の共同責任課徴金（介入価格の 3%) とは別に，

追加共同責任課徴金（介入価格の 3%) が自動的に課されることとされた。 即

ち， 各国の農相達の価格引下げの政治的責任を回避する形で実質的な価格の引

下げが可能となった。

このような抑制的な市場価格政策によって， 1984年から1988年までにEClO

カ国の農産物の生産者価格は実質的に18%低下し(5), また，主要農産物につい

ての農業者に対するほぽ無制限な価格保証から制限的な支持に転化したので，

農業者の所得に懸念を生じた。 とくに， MCAの撤廃は， 西独のような通貨の

強い国に厳しい所得問題を生じさせることとなった。

ウ ． 社会的構造政策

EC農政改革の第 2 の特徴は， 抑制的な市場価格政策に対応した社会的構造

政策の強化である(6)。 過剰を回避するに必要な著しく厳しい市場価 格 政 策＝

「農業保護削減」は， 農業所得への影響が大きく， 農村社会を崩壊させかねな

いとし， 政治的に受け入れられなかった。 改革の調整を緩和し， 実施を容易に
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するため， 農政改革により社会的・経済的環境が悪化 する地域や農業者の所得

を考慮し， さまざまな 生産 中立 的で社会構造的な目的を持つ直接的な所得支持

施策 が開発され， 補 完されることとなった。

1985年 3 月には， 1972年の EC構造 3 指令を再編し「農業構造の効率の改善

に関する理事会規則」により新農業構造政策を決定し， 従来の農業近代化路線

を弱め， 山岳地等 のハンデキャップのある地域への助成等所得補償措置の強化，

助成 対象を中小経営とし， 投資助成 にも需給を配慮し， 過剰産品の増産をもた

らす投資 への助成を禁止した。

1985年には，環境保全地域（規則797/85)において， 5 年以上環境保全ま たは

景観維持と両立し得る営農活動（各国が定 める）を行なう者に対しlOOECU/

ha (1989年10月現在1 ECU=156円） の奨励金(EC補助率； 25%)の 支給

が合意された。

1988年には粗放化奨励金， 転作奨励金， 七ットアサイド奨励金， 早期引退年

金が決定された。 さらに1989年には生産から完全に切り離された(fully "de­

coupled" from volume of productionC7)) 直接的所得補助制度が決定された（第

1表）。

第1表 ECの主要社会的構造施策

条件不利地域の農業者に対する営農奨励金（理事会指令75/268, 理事会規則797/85,
1760/87) 

地 域；山岳地帯， 農業条件にハンデイのある地帯， 環境保全等のため営農

の必要な地帯

対象経営； Sha以上（ギリシャ等 2 ha以上）の農地を 5 年以上営農

奨 励 金額； lha (または 1 頭）当たり 120 ECU以内

ECの負担；原則として25% (ギリシャ等50%)

環境保全地域の農業者に対する奨励金（理事会規則797/85)

地 域；環境保全または景観維持等が必要な地域

対象経営；環境保全または景観維持と両立し得る 5 年以上の営農活動

奨 励 金額； lOOECU/ha 以内

ECの負担；原則として25%

粗放生産奨励金（理事会規則797/85, 1760/87, 1094/88, 591/89)) 
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条 件 5年以上20%以上減産(減産には量的方法および生産技術的方法あり〉

奨励金額;削減される肉用牛 1頭当たり210ECU以下等

E Cの負担;原則として25%

転作奨励金(理事会規則797/85，1760/87， 1094/88，委員会規則1273/88)

条 件;過剰でない農産物への転換

E Cの負担;原則として25%

休耕奨励金(理事会規則797185，1094/88，委員会規則1272/88，1273/88) 

条 件;加盟国は実施の義務がある。各農業経営の参加は自由

耕地の20%以上を 5年以上休耕，耕地を30%以上休耕すれば共同責

任課徴金免除

奨 励 金 額 ;100-600ECU/ha (例外700EC U/ha) の範囲で加盟国が所得の

喪失を基礎に定める

E Cの負担;15% (6∞ECU/ha以上)から50%(200 E C U /ha未満〉

生産中止年金(早期引退年金)(理事会規則1096)

条 件;実施如何は加盟国の自由，営農を中止した55歳以上の主業的農業者

年金額;各国が定める

E Cの負担;休耕の場合は50%，但し年間3000ECUを限度

直接所得奨励金(理事会規則768/89)

条 件;実施の如何は加盟国の自由，加盟国が作成した農業所得援助計画の

枠内，逓減的であること，支給期閣は 5年，制度存続期間 4年

対象経営;経済力のある経営(各国平均GDPの70%または地域の平均GDP

の90%以上〉は除外

支給額;各国で定める。但し，労働単位当たり 2500ECU未満

ECの負担;条件lとより25-85%

これらの，社会的構造政策は，需給のバランスを回復のため，農業生産を抑

制するだけではなく，山岳地帯，人口減少地帯等の特別の問題をもっ地域の発

展，環境や景観を保全する一方で，農業者の所得を直接的に支持していこうと

するものである。なお， 1975年にE C共通の制度となったハンデキャップ地域

の農業者に対する営農奨励金〈ハンデキャップ地域で 3ha以上(スペイン・ポ

ルトガル・ギリシャ・イタリアの一部 2ha以上〉の農地を 5年以上営農ずる経

営に対し， 1 ha当たりまたは 1頭当たり 120EC Uを支給) (規則797/85)のよ

うに現在ではEC農用地の52%にも及んで適用されている。これらの施策が，
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1988年OECD モニタリングレポ ー トでは， デカ ッ プリング的直接的所得政策

(decoupled direct income policy)CS) として扱われているのは第 2 章で述べた

通りである。

なお， EC農業財政における社会的構造政策への支出ほ， 市場価格政策に比

して増加しており， 3つの 構造基金に対する支出は中期的財政計画によって

150億マルク (1987年） (1989年10月現在 1 マルク＝約76円） から 1992年にほ

300億マル クに拡大するとされており， 今後この傾向は さらに進むもの(9)とみ

られている。

ECの社会的構造政策は， ECの諸規則でガイドラインを定め， 大枠を定め

ているものの， 施策の具体的実施の多くは， 各加盟国の独自性に委ねており，

以下， において西独におけるその具体的展開を分析したい。

(2) 西独農業の所得問題および農業構造の変化

西独の農政転換の背景として， 前述のEC農政改革の影響を受けた西独農業

の所得問題および農業構造の変化がある。

ア ． 所得問題

西独の農政の転換を進める重要な推進力となったのは， 西独農業の所得問題

であった。 60年代 ・ 70年代ほEC農産物支持価格は上昇傾向をたどり， しかも，

MCAの導入によって， マル ク高による西独の生産者価格（ マル ク表示）の引

下げ効果を緩和した。 しかし， 80年代にはECの抑制的な市場価格政策による

農産物支持価格の引下げや MCA の縮小 ・ 撤廃等から 西独の 農業生産者価格

（ マル ク表示）は著しく下落した。 1983/84年から1987/88年までに生産者価

格は14%低下した。 生産割当制が導入された牛乳を例外としてこの間に小麦19

％， ライ麦24%, 雄仔牛16%低下した（第 2 表）。 そして， 農業総生産高の国

民総生産高に占める割合も1984年の651億マル クから1986年には604億マルクと

1.4%から1.3%に減少した。 EC農政改革が西独の農業生産者価格に明白な影

響を与え， 西独農業者に深刻な所得問題が生じた。 70年代の西独農業者の所得

の伸び率は， 非農業部門の比較均衡所得の伸び率と概ねテンボをあわせ伸びて



ラ イ麦 100kg 
小 麦 100kg 
若 雄 牛 100kg 

豚 100kg 
牛 乳 100kg 

鶏 1kg 
た ま ご 100kg 
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第2表生産者価格の推移
（単位：マルク． ％）

11977/78① 183/84② 85/86 187/88③ ③／① I ③／②

46.17 52.06 46.27 39.45 85.4 75.8 
49.03 53.62 48.36 43.70 89.1 81.5 

754.00 845.00 757.00 709.00 94.0 83.9 
405.00 388.00 382.00 292.00 72.1 75.3 
60.56 70.30 71.84 72.24 119.3 102.8 
2.06 2.22 2.22 1. 90 92.2 85.6 

18.25 18.90 17.20 16.89 92.5 89.5 

資料：『西独農業白書』 1989年．

（指数）
76 /77~7 8 /79= 100 
160 

140 

120 

100 

80 I , 

76/77~ 79/80 80/81 81 /82 82/83 83/84 84/85 85/86 86/87 87/88 88 89 
7 8/79平均 （経済年度） （推始

第1図専業経営の所得の動向

資料：『西独農業白書』 1989年．

きたが， 80年代には停滞し， 農工問格差は拡大した（第 1 図）。また， 1 労働

力当たりの名目経営所得（要素コストに対する純付加価値額計）は， EClO カ

国の 7 番目であり，西独の一般的経済力を考慮すると ECの他の加盟国と比較
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第 3 表主業的農業経営の1労働力単位当たり名目経営所得(1�86/87)

オランダ l ベルギ ー Iデンマ ー ク 1 英 国 1
ルクセン

プルグ
名目経営所得 51,023マルク

I
43,024

1 
43,003

1 
31,970 30,153 

対1975/76 伸び率 + 3.4% + 5.8 + 6.1 +21. 7 + 5.1

フランス 1 西 独Iイタリア 1
アイ;ンド スペイン

名目経営所得 24, 7341 
23,631 

I
16, 943

1 
16,034

1 
15, 196 

対1975/76 伸び率 + 9.0 + 2.1 +13. 2 + 7.3 

ギリシャIポルトガルIE(
C
12カ国） I 

名目経営所得 11,4
� ゜ I

5,7

� ゜ I
19, s== I 対1975/76 伸び率

注 ． 経営所得＝総生産額ー（生産支出＋減価償却）＋生産に直接関係するプレミアムと
補助金＋付加価値税関係の差引残高一その他の公課，要素コストに対する純付加価
値に相当する ．

資料：『西独農業白書』1989年．

しても西独の 農業者に所得問題があることは明白である （第3表）。 ドイツ農
民同盟もECの他の加盟国と比較し「ドイツ農業主の購買力は著減しており，

また，農工間の所得格差は最大である(10)」と所得問題を取り上げている。しか

も，大規模経営の所得の伸びしま，非農業部門の所得の伸びと匹敵して伸びてい

るが，小規模経営では所得問題は深刻であり，農業内部での所得格差の問題が

みられる。

西独の農業法の目的の一つがいわゆる「農工問格差」にある。 したがって，

過剰問題の解決のために共通価格の引下げ，西独で実際にみられる農工問所得

格差の拡大は，農業法の目的に反する。

したがって，過剰解消のために価格支持制度の変更が必要としても，特に小

規模経営を対象とした価格支持制度に替わる所得確保手段の開発が要請される

こととなる。また，この所得格差が西独の市民に認識されていることもあって，
西独の大半の市民が農業助成を是認し（第4表，第5表，第2図），また， 与

野党伯仲という政治的現実から新たな農業政策的手法を開発・実現していく背

景となる。
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第 4表 ドイツ市民のイメージ

① 西独農業と聞くと何を思い浮かべるか? 〈単位:%) 

1982 1987 

経済状況が悪い 26 

過 剰 5 20 

補助金・税制優遇 7 9 

EC問題 6 

注. 1987年の上位 4つを掲げた.

② 西独農業の経済状況をどう思うか? (単位:%) 

1966 1976 1982 1987 

よ 1.> 83 78 79 46 

悪 p 13 21 19 53 

わからない・非回答 4 3 

③ 専門的労働者と農業主の稼ぎの比較 (単位:%) 

1982 1987 

専門的労働者より多く稼ぐ 15 20 

専門的労働者と同じ程稼ぐ 56 35 

専門的労働者より稼ぎが少ない 28 48 

非回答 1 

④農産物の生産者価格についてのイメージ (単位:%) 

1982 1987 

適 当 66 49 

低過ぎて適当でない 33 51 

⑤ より多くの農家の維持のために食料品価格が高くなることに同意するか

す る 49% しない 51%

⑤ブ多くの農民的経営と少数の企業的経営のどちらが西独の農業をよく維持すると考

るか

農民的経営 85% 企業的経営 15% 

⑦ 農業助成により食料供給のほか景観と村落地域が保全されるならば農業助成を適

切と考えるか?

考え る 80% 考えない 20% 

資料:Informationsgemeinschaft fur Meinungs-pflege und Aufklarung e. V.“Das 
Image der deutschen Landwirtschaft 1987". 
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第 5表 EC農政についてのイメージ

共通農業政策は農業主や消費者に利益があると考えるか?単位:%) 

回答者;市民一般 |西独|フランス|イタリア | 英 国 IEC12カ国

農業主に利益がある 30 38 40 34 34 

農業主に利益がない 48 31 4 38 37 

無回答・不明 22 31 36 28 29 

計 100 100 100 100 100 

消費者に利益がある 51 40 38 28 37 

消費者に利益がない 29 32 27 48 36 

無回答 20 20 35 4 27 

計 100 100 100 100 100 

回答者 L農業主 |西独下ヲランス丁ーイタリ子丁英寸E I EC12カ国

農業主に利益がある 11 29 37 59 36 

農業主~(利益がない 81 57 54 33 53 

無回答・不明 18 14 10 8 12 

計 100 100 100 100 100 

消費者に利益がある 63 49 49 63 47 

消費者に利益がない 29 34 34 28 37 

無回答 8 18 17 9 17 

計 100 100 100 100 100 

資料:Kommission der Europaischen Gemeinshaften， Euro-Baro閉 eter(Offi仰 tliche
Meinung in der Europaischen Gemeinschaft)， Nr. 27 (Juni， 198η，第14表お

よび第15表より作成.

考える 48 50 45 48 46 

考えない 22 17 14 22 18 

無回答 30 34 41 30 36 

計 100 101 100 100 100 

回答者;農業主 |西独 フランス イタリア | 英 国 I EC12カ国

考える 37 44 50 72 50 

考えない 44 31 28 19 25 

無回答 19 25 22 9 25 

計 100 100 100 100 100 

資料:Kommission der Europaischen Gemeinshaften， Euro-Barometer (O ffentliche 
Meinung in der Europaischen Gemeinschaft)， Nr. 27 (Juni， 1987)，第A-40

表より作成.
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(1) 農民を保護すべきと考えるか (2) 農業は環境保全者か環境汚染者か?

ω80--~.- - - 8 0回8Qr---------------------; 80 
保護すべき 62 

::1 ~~ 7Y~ 1曲師
J f Y 4心 JZP140

37//34で〉ぐ
保護すべきで

ない

20| 刊 |2020| ￥ |20

01 ・・- 10 0 II--.L-...L-...J.・・ o
1980 81 82 83 84 85 86 87 88 89 1980 8182 83 84 85 86 87 88 89 90 

第2図世論の動向

資料:Institut fur Gartenba凶 konomied町 UniversitatHannovep Institut fur 

Agrarpolitik und Marktlehre der Universitat Kiel Verbraucherbefragung巴n

1980， 1985， 1986， 1989 in Hannover. 

イ.農業構造の変化

1988年の農業経営数(1 haJ;J上〉は， 67万で前年に比し 2.3%減少し 1949

年の40%となった。そして，特に小規模層での減少率が高<， 1 ~lOha層で、l土

第6表経営規模別農業経営数の変化
(単位:千経営.%) 

I 1949 I 1960 1 1970 1 1980 1 1985 I 1986 1ω87 I 1988 
ha 

1-10 1，262.5 960.5 345.6 327. 7 317.9 

10-20 256.3 286.5 267.8 1 181. 3 1 159.3 155.1 148.4 142.9 

20-30 72.2 79.2 104. 1 1 102. 6 1 93. 7 91. 8 89.1 86. 7 

30-50 40.3 42.9 見ド 31 76.3 76.6 76.8 76.8 

50-100 12.6 13.7 16. 3 1 26. 9 I 32. 1 36.9 

100- 3.0 2.6 3. 0 I 4. 4 I 5. 2 5.4 1 5.7 6.0 

計 1，646.8 1，385.3 1， 083.1 I 797.4 I 720.8 707.7 1 682. 9 667.2 

平tF模 8.1I 日 1'11~ir . 15.31 16.61 '16.81 '17.41 17.7 

資料:r西独農業白書」各年次版より作成.

注. lha以上.
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第7表経営規模別農業経営数の増減

!，，-~ ，nl，n ̂nl̂n nnlnn ，nl，n ~nl~n .^^I.^^~ 経営数年
年 i 1ha-1O 110-20 120-加 130-40140-501印 -1∞1100-1 計|減少率

1949→60 + く十> + 一1.6%

1960→70 + < + > + + -2.4 

1970→80 く+ > + + -3.0 

1980→85 < 十 > + + -2.0 

1985→86 + + + -1.8 

1986→87 + + + + 
1987→88 一 + + + 一一2.3

資料:~西独農業白書』各年次版.

注.+は増加，ーは減少を意味する.

第8表農産物の総合自給率

| I 19白悶5印0仰 l 附 1 I 附 1...1 
輸入飼料にはよ |含 む 7花6 I 7π7 I 7河8 I 
る生産物 I ~ ~ J->.  I _̂ I _n I n̂ I 

|含まない 72I 70 I 63 I 

資料:Agra.Europe (ドイツ語版) 1989. 9. 4， Sonderbeilage 21. 

第9表自給率 (1987/88年)
〈単位:%) 

穀物計 軟質小麦|大 糖 野 菜

95 106 95 124 38* 

生鮮果実 ワ イ 肉|バタ ー 脱脂乳

56端 59 118 92 322 

資料:~西独農業白書J 1989年.

注. 本ば1986/87の数値.

1949年の 4分の lになったが，大規模層では増大しており， 50ha以上層は1949

年の2.7倍となった。分解基軸は，概ね， 50年代の10ha，60年代の20ha，70年代

の30haから87年には40haと従来の上向化傾向が継続している(第 6表，第 7表〉。

しかも，経営数の減少にかかわらず，農業生産力・農業生産量を上昇させ，

自給率を高めただけでなく， 輸出も増加させた〈第 8表，第 9表，第10表〉。
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第 10表食料品の輸出入
(単位:百万マル11)

入 a I輸瓦 b I bl a (%) 

1959 (1) 

1978/79 (2) 

83/84 

85/86 (3) 

87/88 (4) 

(4)/(1) 

(3l/(1) 

10，731 I 100 

38， 371 I 14，720 

53，409 I 25，083 

56，394 I 27，892 
52， 166 I 26，730 

486 

526 

2，673 

2，775 

資料:~西独農業白書」各年次版より作成.

第 11表専兼別経営構造 (1988年〉

専 業 第 1種

中 大 計 兼業

経 円品 数 25. 7 11. 6 11. 8 49.1 9.2 

農 業労働力 30.5 15.7 19.5 65.7 10.6 

農 用 地 24. 7 19.8 33.7 78.2 8.8 

耕 土自 23.0 19.2 38.4 80.6 8.0 
¥ 

季L 牛 29.5 20.2 26.2 75.9 11.0 

豚 16.1 17.2 (48.6 81. 9 10.4 

販 売 量 25.3 18.9 37.1 81.3 9.3 

資料:~西独農業白書.lI 1989年.

0.00 

38.4 

47.0 

49.5 

51.2 

第 2種

兼業

41. 7 

23.7 

13.0 

11.4 

13.1 

7.6 

9.4 

〈単位:%) 

計

100.。
100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.。

注.小経営:標準経営所得 4 万マノレク未満，中経営:標準経営所得 4~6 万マノレク，

大経営:標準経営所得 6万7')レク以上.

その生産力は主として専業経営や大規模経営によって担われており(第11表)，

兼業的中小経営の生産におけるシェアは大きくない。

一方， 45歳以上の経営主の 4分の lには後継者がなく，今後，世代交代を通

じて農業経営数の減少がさらに進むと懸念されている。このことは，農業を継

続する経営が規模を拡大し，また，競争力を高める機会となるものの他方では，

農村地域に農業以外に雇用の場を創出しなければ，農村地域に留まる者が減少

し，農村の機能の維持に懸念が生じた。ちなみに，農業経営数はここ 10年平均
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して2.3%の割合で減少してきたが， 2000年にかけての連邦食料農林省の見通

しとしてほ， 年平均2.9%の割合で減少し， 平均経営規模は23haになるとみら

れる。 この場合， 脱落するのほ， 中小経営層であり， この階層の対策が最も重

要となってきている。

このように， 西独では， 著しく農業経営数が減少する中で， 食料自給はほぼ

達成され， 大規模経営では他産業との所得格差もなく， 他の加盟国との競争に

耐え得る経営が相当形成されてきた。 このような大経営の発展が， 農業経営数

の減少にもかかわらず， 全体的に生産力を下げないでいる。 このような大経営

の形成によって， 始めて， 農村地域の保全の観点から必要と見られる中小経営

や立地条件の悪い経営について所得政策を重点的に行なう前提ができたと見ら

れる。

(3) 西独の農業・農村・農政に対する公共的ニーズの増大

西独農政の転換は以上(2)で述べた所得要因を推進力や前提としてきたが，

また， 転換は， 農業・農村・農政に対する公共的ニーズの増大によって， 支え

られ， かつ， 方向付けられている。

80年代の西独は， チェルノブイリの原発事故， 酸性雨による森林の枯死， 人

間の生存基礎条件である大気， 水， 土の汚染の よ う に， 工業化の深化に伴い

環境・自然が破壊され， 人問自身の「自然性」も喪失（人問と自然との交流の

希薄化過程における人間の自然性の喪失）されてくることから， 西独では環境

保全， 景観保全， 自然の保全， 自然に近い生活が国民生活の基礎条件としてあ

たかも国是のように強く求められ， 緑の党が躍進し， 西独の公共政策の重大な

課題となった。 Retten Wald (森を救え）の政策もその例である。 環境保全，

自然保全， 景観の保全， 安全な食料は， 西独全体の関心となってきている。 こ

の中で， 自然によって育てられる豊かな感受性， 多様な自然の観察から得られ

る知的， 感覚的能力の開発に対する農業， 農山村地域の環境保全， 人問性回復

機能への再認識あるいは社会的自覚が， 農業政策の転換， 即ち， 所得格差是正

の手段の開発に多面的機能の認識を結合した農政の展開をもたらすことになる。
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西独経済の成長の中で，エコノミーだけでなく，エコロジー的側面から，農

業・農村のあり方が公共的関心の対象となったのである。

これまで食料の生産の過程で，副産物のように付随的に生産され，無償で社

会に提供されていた農村の景観や自然，やすらぎ，環境等に対して，人間の生

存基礎条件に対する新たなニーズとして，すべての人々に必要な公共財として

認識されてきたのである。

キーヒレ農相は「これまで農民は食料生産と結び付いたこのような機能を無

料の副産物として提供してきた。市場における価格圧力，好ましくない農業所

得の動向およひ、人々の環境問題への感受性の高まりから，変化が生じている。

農業は従来と同様にエコロジー全体の保全と改善に貢献していくべきである D

農業はそのことによって，今日でも各方面から大切に評価されている。しかし，

経済状況がこのように厳しい場合ではこのように公共的(GeselJschaftlich)な

評価だけでは充分ではない。農民的家族経営はこのような労働に対して経済的

に評価され，かつ保護が高められるべきである。将来，公共の自然や景観への

要請が高まることは，この前提である。人々がこのような農業からの給付を無

料で期待したり，強制しようとするのは過当な要請である(11)Jとし，ドイツ工

業同盟ですら「農業によって供給される非経済的福祉的サービスは農業改革の

検討の中心としてより重視されてきている。このような営農に付随するサーピ

スは公共財的性格であることから農産物価格では支払われない。農業生産量が

高まったことは必ずしもこのような福祉的サーピスの増加を意味しない。した

がって，農民が景観を保全しかっ，酒養することに対する支払いは，生産中

立的で希少性に配産したものでなければならなし、。このようなサービスは，

西独のような 1人当たりの所得が高く人口密度が高い国では，辺境のヨーロッ

パ地域で景観の経済的・生態的価値がより希少でない地域より高く評価される

べきであるCl2)Jとし また，連邦環境大臣テッファー CTopfer)も「社会

CGeselJscaft)は， 農林業の犠牲において自然保全を要求しではならなし、」と

し， I農業に対する財政的補償は， 補助金 CSubvention)でなく， サービスの

給付 (Dienstleistung)に対する支払い CB個 hlung)C13)Jとしている。
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このように， 西独では非市場的給付＝外部経済効果の提供に対して適切な支

払い （補填） が是認されてくるのである。 クロイシュ (Kreusch) は， この外

部経済効果には， 景観の保全， 定住人ロミニマムの維持 （地域政策） といった

社会的給付と土猿の保全， 水質保全， 種と生物相の保全， 大気の浄化といった

生態的給付があるとしている(14)。また， 景観と環境が保全されれば大多数の市

民は農業に対する財政支出を是認しているのである。 （前掲第4表， 第5表，

第 2図）

このような中で， 農村地域に対する政策が重視されていることに留意するこ

とが必要である。 1980年代に農村地域は国土面積の80%を占めており， 人口の

半分が居住しており， 農村では10 人の内9 人が農業以外の職業に従事し て お

り (15)' 単に食料の供給の場としてでなく， 一般国民の居住， 経済活動， 保養，

動植物の生育等国民の生活基礎条件に対して多面的な機能を担う空間であると

して， 農村の役割が重視されている。 そして， 西独の分散的定住構造を維持す

るには， 農村の活性化が必要であり， 農業は農村の重要産業として位置づけら

れている。 人口密度の低い郡部では購買力が低く， 都市と比較して農村地域に

は所得問題があり （第12表）， 1986年の農村地域の失業率は11%と全国平均を

上回っており（失業者のうち30%が若者(16)), 特に， 辺境地では失業率が高く，

農業所得も低いので， 適切な農外雇用， 特に， 付加価値の高い雇用の創出は，

農業を改善し， 農外所得と農業所得を適切に組合わせる機会を提供し， 人々を

農村に留まらせる動機付けとして重要(17)である。

西独平均

市 部

第12表 購買力指数

人口密度1 km2 200人以上

郡 部 人口密度1 km2 100~200人

人口密度1 km2 10()人未満

100 

108 

101 
92 

86 

資料： Der Bundesminister ftir Raumordnung, Bauwesen 

und Stadtebau, Stand und Perspektiven der Forsch­

ungen uber den landlichen Raum, 1987, p. 83. 
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1988年3月18日「自然的な破壊は国内的・国際的にみて緊急であることから，

全経済分野及び全地域における総合的な環境および自然保全政策が必須」との

政府声明が行なわれ，農業政策も環境・自然・景観保全の視点が認識され，農

林業が，生存基礎条件維持のために，大気，水および土を汚染物質から守り，

種や景観の多様性の保全へ貢献することが求められている。近代的農業と関連

する生活空間の悪化と動物および植物種の絶滅，大気，水および土の質の悪化

(富栄養化，農薬汚染，土壌エロージョン，集約的な畜産と施肥による窒素の

大気や水の汚染)等の農業の負の作用を低下させるために，土地利用，農薬と

肥料の利用，集約的飼養や耕作および生産物の品質の改善が志向されている。

農林用地がバイオフィルターとして，環境保全の役割を果たすことへの社会的

要請が高まっている。

(4) E C農政改革と西独農政の転換

ア. EC農政改革に対する西独のポジション

西独は， EC共通農業政策はEC統合の基礎であり，また， 80年代のEC農

政の焦点は過剰の解決にあることを認識してきたc EC農産物の過剰解決の手

法として，英国等が主として農産物価格引下げを主張したのに対し，西独l主，

価格引下げには拒否権を発動 (1985年)する等強く抵抗したが，やがて，生産

中立的な直接的所得政策の導入により，農産物価格の引下げを最小限度にとど

め，小規模な農業者の所得の劇的低下を回避し調整の影響を緩和するポジシ

ョンをとることとなった。そして， 西独は， 1984年から1988年にかけて農産

物支持価格引下げ， MCA撤廃，スタピライザー導入，生産調整等の抑制的な

農政改革を受け入れるに当たっても，共通農業政策の枠内でハンデキャップ地

域への調整金，休耕や生産粗放化への奨励金，生産中止年金，環境保全fこ対す

る所得補償， MCAの縮小に対する所得補償，ローマ条約で、制限されている直

接的所得補助の合法化を強調し，それをある程度認めさせることで妥協を図っ

た。

そのことは， 1989年農業白書で「西独政府は， EC農政改革におLてEC委
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員会がまず第ーに目指した価格の引下げを，直接的量制限措置によって緩和す

るという二面戦略によって成功した(18)」としている。 即ち，直接的な生産量的

制限措置の導入により過剰を軽減させることによって価格の引下げを一定の制

限された幅にとどめる戦略をとったのである(19)。

イ ． 西独農政の転換の方向

80年代の西独の農政転換は，このような EC 農政改革の進展，西独農業総体

の経済的悪化および農業と農村に対する公共的要請の変化を背景として， 国内

的には， 1984年に「西独農民の所得状況の改善及びEC 市場政策実施のための

特別計画」を， 1987年には「農民的家族経営の確保のための特別計画」を決定

しC20), 所要の財政措置および法的整備を行なうことにより，付加価値税による

農業者の所得補償， 小規模牛乳生産者の共同責任課徴金の軽減， 牛乳年金制度，

農業社会保険料への補助， ハ ンデキャ ップ地域への助成，生産中止年金，休耕

補償金， 社会構造的所得補償金等の多くの施策を実行してくるのであるが，転

換の方向は， 基本的に次の諸点にみられる。

第 1 に， 1985年のEC 農産物価格交渉では， 穀物支持価格の引下げに拒否権

を行使する等80年代始めまでは農産物価格の引下げに強く反対したが， スタビ

ライザーに合意する等抑制的な市場価格政策に妥協している。 そして， 価格政

策は， EC の決定に委ねることになるが， その他の社会的構造政策による所得

支持政策においては西独の独自性を強める方向をとった。

第2に，抑制的な市場価格政策による所得問題を， 従来の生産増大と結び付

ける手法ではなく，生産中立的な直接的な所得支持の政策手法により解決する

よう転換している。 即ち，抑制的市場価格政策の補完的措置として所得支持の

手法が開発されてくるのである。

第3に，所得支持の手法としては，公共的ニーズが重視され，環境保全，自

然保全，景観保全， 生物相や種の保全の視点，また， 森林の形成への貢献の視

点が強調された。 土地利用を生産から自然保全や景観保全への転換や環境・景

観保全のための農法の転換に対する補償， 個別経営投資に対する利子補給制度，

農地整備事業， 農薬使用規則， 肥料法， 共同課題「農業構造及び海岸保全改善
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法」を環境と自然保全に農業生産を調和させるよう法制度を整備した。

第4に，1973年のエルトル・プラン「個別経営助成と社会補完計画」以来の

大規模経営への投資助成・中小経営の離農促進という選別政策（後述） から，

品質面やコスト面に配慮した能率的な農民的家族経営の競争力の強化を図ると

ともに，中小経営・ハンデキャップ地域の農民的家族経営の保護政策への二面

戦略へ転換している。消費者の安全な食品供給の視点や農村を定住的，経済的

空間として機能させる視点をもつ生産中立的な農民的家族経営の所得確保の手

段として，産直や有機農法，農村における農外雇用機会の確保，民泊の振興が

重視されている。

ウ ． 西独連邦食料農林省予算にみる特徴

ドイツキリスト教民主・社会同盟(CDU / CSU)政権によるEC農政改

革が開始した1948年以降の連邦食料農林省予算の動向は，以上のことを裏付け

ている（第13 表）。連邦食料農林省予算の伸びは， 全連邦予算の伸びを上回っ

た（第14表）。ちなみに， 1977年から1983年の間， 全連邦の伸びが45%で，食

料農林省予算の伸びの22 %を上回っていたが ，1983 年から 1990年の問では，

第13表西独食料農林水産省予算主要項目
（単位：百万マルク）

農業社会政策費 2,539 3,482 3,548 3,501 3,751 4,115 4,776 4,850 5,143 
うち年金関係費 1) 1,552 2,231 2,284 2,241 2,300 3,055 3,156 3,120 3,432 

うち保険料補助 - 4503> 450 335 300
うち生産中止年金 115 

構造改善費 2) 1,422 1,637 1,096 1,050 1,300 1,300 1,490 1,485 1,725 
うち調整金 69 64 65 202 330 358 445 
うち休耕補償金 200 

社会構造的所得補償 715 
食料農林水産省予算計 5,477 6,606 5,945 6,104 6,581 6,924 7,907 8,555 9,467 

\ 1975 \ 1930 \ J.98s \ 1934 \ 1935 \ 1986 \ 1987 \亨_[ 1989 

資料：『西独農業白書』各年次版より作成 ．

注. 1) 年金関係費は老齢年金，追納補助，老齢者付加給付，社会保障保険料負担軽
減法関係費，生産中止年金費とした ．

2) 便宜上共通課題「農業構造及び海岸保全改善」費とした ．

3) 追加予算，合計値の外数字．
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第 14 表 西独連邦予算の対前年度伸び率 （単位：％）

1985 I 1986 I 1987 I 1988 1989 

全連邦予算

I
0.9 1.6 I 1. 9

I
2.6 5.8 

農林省予算 7.8 5.2 14.2 8.2 10. 7

資料： Agra-Europa (ドイツ語版） 1989. 11. 4.

連邦食料農林省予算の伸びは50.6%と全連邦予算の伸びの18%を大きく上回っ

た(21)。高い割合を占めるのは農業社会保障政策費である。農業社会保障費のう

ち， 予算の割合が高い農業者年金関係費には1986年に保険料補助制度が， 1989

年に農業中止年金制度が導入された（後述）。 構造関係費は，1989年に計上され

た休耕補償金を除くと停滞していたが， そのうち， ハ ンデキャップ地域への調

整金（後述） は，1983年に比較すると 7 倍と伸びが大きいが，農業基盤整備的色

彩の予算額の伸びは小さいか， または減少した。 そして， 1989年からはMCA

の撤廃に対する所得補償のため， 売上額依存的所得補償から， 農地面積依存的

でより生産中立的かつ環境配慮的な直接所得支持的社会的構造調整金が計上さ

れた （後述）。

このような公的助成額は「専業経営の農家所得の3分の1に達しており， …

EC価格政策を効果的に補完する(22)」とされている。

なお， 1988年の西独農業に対する公的助成額は，連邦財政支出額78億マルク

の他，共同課題の枠内での州の農業財政支出7.9億マルク，連邦及び州の税制優

遇措置46億マルク， EC農業財政支出の100億マルクで合計232億マルクである。

連邦食料農林省予算の中で， 予算額が多いかまたは増額している政策は， 生

産刺激的な性格をもつ政策手法でなく， 生産中立的な直接所得支持的政策手法

あるいは地域政策的政策手法である。 そして， 社会保障関係費， 税制優遇措置

は， OECDの PSEの計算の対象から除外されている(23)。また， ハ ンデキャ

ップ地域に対する助成が80年代に入り増額しているが， 1987年OECD::z ミュ

ニケ（前述） において， 特別扱いされていることは注目される。

キ ー ヒレ農相は「これまで決定された過剰緩和策， 市場整備策及び生産中立

的な所得改善政策によって， ECが国際市場の過剰緩和に貢献し， それによっ
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てガット交渉を効果的にしたα4)Jとする立場をとっている。この諸施策がウル

グアイ・ラウンドでの交渉力を強め，かつ，西独農業者の調整コストを低める

手法として意識されて展開されてきたとみられる。

80年代の西独農政は， 70年代の選別政策から中小経営の保護政策へ転換しつ

つ，社会保障政策の重視，ハンデキャップ地域の保護の強化，生産増大から生

産中立的な直接的所得支持政策の強化，ならびに環境・景観維持視点の強化，

農産物品質の向上等市民のニーズに応ずる政策の重視を特徴とすることとなっ

た。西独の農政の潮流が， ECの抑制的な市場価格政策=1農業保護の削減」

を受け入れる一方，国際的な場での議論を踏まえ生産と所得を結び付けない方

向へ展開している。西独の農政の担当者はデカップリングの言葉を明示的に用

いていないようである。 しかし， 1専業経営の所得の 35%以上が市場に関係の

ない政府からの直接的なデカップリング的所得αめ」であるとの見方もあり，抑

制的な市場価格政策に妥協して西独が講じている生産中立的・地域的な直接的

な所得支持政策は，結果として，デカップリング(生産と所得が結びつかなL、〉

的施策といえよう。

注(1) A. E. BuckweIl， D. R. Harvey， K. ]. Thomson and K. A. Parton， The 

Cost 01 the Common AgricuItural Policy， p. 6. 

(2) J. S. Marsch“An EC Approach to D伐 oup1ing" in W. M. Mier and D. 

E. Hathaway， World AgricuItural Trade: Building a Concensus， p. 143. 

(3) 柘植徳雄 rEC農業の需給調整一一牛乳クオーター制度を中‘心ーに一一J(農業

総合研究所，平成元年 3月〉。

(4) MCAについては，高山隆子 IFEMSの適用をめぐる EC農政への影響J(農

林水産省国際企画課，1979年〉。なお， ECU(欧州通貨単位〉の基準値 (Leitkurse) 

の変動率を最も強い通貨の変動率11:合わせることとし，マイナスのMCAは新た

に生じるもののプラスのMCAが新たに生じることはなくなった。その上で，既

存のプラスのMCAを削減してゆき， 1989年9月現在では西独，ベルギー，デン

マーク. )レクセンプJレグにはMCAはない。

(5) Commission of the European Communities，“The Agricultural Situation in 

the Community" 1988 Report p. 37より算定。

(6) 是永東彦 rEC農業社会構造政策Jcr農総研季報JNo. 3， 1989年6月〉。

(7) Commission of the European Communities， ot. cit.， p. 10. 
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(8) OECD， Agricultural Policies， Markets and Trade-Monitoring and Outlook 

1988， p. 82. 

(9) Agra.Europa (ドイツ語版)1989. 2. 6， Europa-Nachrichten 5. 

UO) Agra.Europa (ドイツ語版)1989. 3. 6. Landerberichte 1. 

日1) Kiechle， 1.“Agrarpolitik im Zwang zur Neuausrichtung"， Berichte uber 

Landwirtschaft， 1986 November， pp. 523. 524. 

U2l Bundesverband der Deutschen Industrie e. V. Agrarpolitik， pp. 21-22. 

日 Agra. Europa (ドイツ語版)， 1989. 9. 18 Landerberichte 38. 

U4l R. Gisseubel.Kreusch，“M凸nertareBewertung nicht marktgangigぽ Lesitung

der Landwirtrschaft und Moglichkeiten einer Vぽ'gutungam Beispeil des 

Artenschutzes" in Agrarwirtschaft， 1989. Heft 7. 

U5l Der Bundesministerium fur Raumordnung， Bauwesen und Stadtebau， Leben 

auf dem Lande， p. 34. 

U6) Ibid.， p. 35. 

U7l OECD， New Tremts in Rural Policy M抽 ing，p. 43， 1988. 

ω n989年西独農業白書Jp. 71. 

U9) Agra.Europa (ドイツ語版)1989. 8. 21 Landerberichte 20. 

間前掲高山隆子 r80年代の西独農政の基調ー農民的家族経営を中心にしてJ86-

88ページ。

凶 Agra-Eurota (ドイツ語版)1989. 9. 11. L邑nderbぽ ichte1. 

問 Bundesrninisterfur Ernahrung， Landwirtschaft und Forsten， BML Agrar・

tolitische Mitteilungen， p. 3， 1'988. Nr. 6. 

ωOECD， Nati伽 altolicies and agricultural trade， Study on the Euro.μan 

Community， p. 250. 

ω Agra-Eurota (ドイツ語版)1989. 3. 20 Landerberichte 19. 

間 Agra.Euro.μ Special Reρort No. 51.“The Agricultural Industry of West 

Germany". 

4. 西独の農政転換とデカップリング的施策の諸相と意義

80年代後半，西独の農政は，第3章で明らかにした要因を背景に，デカップ

リング的施策を強める方向で転換するのであるが，以下，西独におけるデカッ

プリング的施策のうち，現実的に導入され，また，連邦食料農林省予算の動向
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から重視されてきた施策を中心に詳述L，その諸相を分析することにより，西

独におけるデカップリング的施策の意義を明らかにしたい。

(1) 農業社会保障政策

西独の農業社会保障政策にはその目的によって農業主老齢扶助制度(農業者

年金制度)，農業者健康保険制度， 農業労働災害保険制度があるが， 連邦財政

支出からみて，最近の西独連邦農政の最重要政策といえる。 ECの市場価格政

策の制約が増大する中で，本制度の性格は転換し，かつ，西独農政の中でより

重要な役割を果たしてきている。ちなみに， 1989年の農業社会保障関係費は

51億マルクであり， 1989年連邦食料農林省予算の54%を占め，また， 1983年よ

り45%も増大した。

以下，西独の農業社会保障費のうち最も主要な農業者年金関係制度(老齢年

金，追納補助，老齢者付加給付，社会保険料負担軽減，農地譲渡年金，生産中

止年金〉の80年代の特徴を見てみたし、。

第 1に政策目標の転換である。本制度の目標は， 1950年代は経営主の引退後

の小遣いの保障と L、う社会政策的目的と経営若返りと L、う構造政策的目的の 2

つを結び付けるものであったC1) 060年代後半から70年代にかけては離農促進的

選別的農政の基調を反映し社会保障政策的目的(就業不能者に対する優遇措

置;1963年，リハビリ;1965年)，選別的構造政策的目的〈農地譲渡年金:1969 

年〉および中間的目的(ヘルノ4ー制度:1972年〉が取り入れられた。 しかし

84年以降は，西独のEC農政改革や西独農政の転換との関連で，農業者年金制

度の意義がより重要となった。即ち，農業社会保障制度は本来，生産中立的で

あり，直接的所得保障的政策色彩が強いのであるが， ECの抑制的価格市場政

策による中小の農民的家族経営の経済的困難を解消すること，および後継者の

ない経営主の老後保障の充実，生産中立的(含む減産的〉目標が強化された(第

15表〉。

第 2に，給付水準が上昇を続けていることである。 1957年の農業者年金制度

成立時には，有配偶者の老齢年金月額(基本額〉は60マルクであったが， 1989 
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西独の農業者年金制度

区 分 農業者老齢年金 離幾年金(農地譲渡年金) 生産中止年金(新農地譲渡年金)

創設時期 1957年 1969年 1989年

存続期間 恒久制度 1983年まで 1991年まで

目 的 ①農民の老齢保障 老齢経営主による零細経営の解消等農業構造 農産物過剰問題，老齢経営主の所得問題の解決

②経営の若返り促進 の改善 及び農業構造の改善

受給対象者 農業経営主(4ha以上) 農業者老齢年金加入者 (60月以上)で一定規 農業者老齢年金加入者で15年以上保険料を支払

及びその寡婦 模 (20~25ha) 以下の主業的農業経営主及びそ った農業経営主，寡婦

の寡婦(離農前 5年継続)

①支給年齢 65歳以上 60歳以上(ただし.65歳から減額) 58歳以上(ただし， 65，歳から減額)

②保険料 15年以上 (60，歳まで) 無拠出 無拠出

納付期間
③経営移譲 後継者または第三者に経 1 構造改善を目的とした経営移譲であること 1 申請直前まで利用していた農地を休耕Xは経

営移譲すること 2 相手方(後継者は含まない。) 営移譲すること

(1) 以下の袈件を満たす他の経営の経営主 2 最近 5年間に資産価値を10%以上減少させて

経営移譲しない場合は納 ① 過去 1年間以上農業所得で通常の生活 いないこと

付保険料を返還。 費を充足している経営 (休耕)
②主業的経営で「経営発展計画」の対象と • li主用的利用がされないこと

なっている経営 jjj林されたこと
(2) 構造改善事業を目的としている法人，耕 老齢年金を請求できることとなるまでの

地整理組合，地方公共団体等 間，当該土地を 5年間以上休耕させること

3 経営面積の85%以上についての所有権の移 休耕の条件に該当するかに当たっては，

転または質借権の設定 (12年以上) 環境，自然保全，景観及び空間整備に配慮する

(経営移譲)
第三者に経営移譲

年金文給の型 l離農年金 i農業者老齢年金山リ)|農業者老齢年金(拠出制) 基礎年金 |農業者老齢年金(拠出制)

65歳 60歳 65歳 58歳 65歳

年金額(月額) (有配偶者) (単身者) (有配偶者) (単身者) 基礎年金+休耕面積加算金(休耕した場合のみ)

880.2DM 586.8DM 764.9DM 508.5D乱4 -基礎年金;1989年で月額6O7DM (43，261円)

(30年加入.1989年現在) (1988年現在) -休耕面積加算金 1ha当たり年額150~600DM
(62，732円) (41，821円) (54，514円) (:16，241円) (農地の収益性に応じ加算)

加入者数 561千人 0987年)

受給者数 525千人( 11 ) 53千人 0987年)

第 15表

注.DM  (ドイツマルク)の円換算は， lDM=71.27円(1989年4月28日現在)とした.

農林水産省構造改善局就業改善課資料を一部修正して用いている.
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第16表老齢扶助制度の実質保険料
〈単位:マノレ17)

67 I 77 1 83 1-85 1瓦丙下88 89 

老齢年金 〈基本額〉

保険料

実質保険料 I級

(1) 60 

10 

(2) 

150 

20 

362.1 476.1 535.5 

63 105 129 

(補助金 E級 (2ド一保険料の補助制度無しー→

を控除) m級 (2) 

資料:IT'西独農業白書』各年次版より作成.

注(1) 保険料納付済期聞が15年間の有配偶者の基本年金額.

551.1 572.1 589.9 607 

152 162 187 220 

127 137 142 167 

102 112 97 114 

77 87 52! 61 

閉 経営資産価値と農外所得の基準値に対する害J合の合計値「農家所得相当基準率」

はm，II， 1のj慣で小さい.

年には， 607マルクと約10倍;こ上昇した。 なお1983年から1989年にかけても約

20%上昇した(第16表〕。なお，このような給付水準の上昇とともに，農業

構造の変化から 1988年には老齢年金受給者数が 548，582人と保険料納付者数

537， 764人を上回り(2)，年金財政条件が悪化し，また，保険料額もこれ以上の

増額が困難であると L、う問題が生じた。

第 3に，このために連邦支出予算が増額された。 1957年の農業者年金制度発

足時には，経営主の自立的性格に鑑み，年金財政の必要経費は専ら保険料によ

るべしとの考えから，国軍補助はつけられなかった。しかし， 1961年改Eによ

り国庫補助が導入されるようになった。その後数次の改正が重ねられている。

1986年は 2度の制度改正に 4.5寵マルク追加予算が計上される等増額を続け，

1989年の農業者年金関係費は34.3億マルクと連邦食料農林省予算の36%で， 19 

83年の1.5倍となり， 80年代においても増額が続いた。 なお， 1986年には年金

支出に占める国庫負担の上限を75%からlこ80.3%に引き上げている(第 3図〉。

第 4に，新たな政策目標に対応するため，農地譲渡年金制度の終了とともに

次の保険料補助金制度と生産中止年金制度が開始された(第15表〕。

ア.保険料補助金制度

ECの市場価格政策が抑制的な方向で改革され，価格政策による所得支持的

機能力:弱まるのに対して，農民的家族経営の確保の観点から，所得支持的色彩
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第 3図農業者老齢年金の財政収入

資料:r西独農業白書J1989年.

注 1) 予算額.

の強い中小農業経営主に対する保険料補助制度が導入され. 1986年には 1月に

第 3次農業社会補完法が，そして 5月に社会保津保険料軽減法が制定された。

農業者年金の被保険者は地域によって異なるが西独平均で概ね 4-5ha以上の

経営主等である。保険料補助制度の対象となる経営主は，農業収益を反映する

経営資産価値が基準値〈経営資産価値3万マルク〉を下回り，かつ農外所得が

基準値 (2年前の全年金加入者の平均労働収入に1.2を乗じた額 0989年は

45.360マルク)を下回り，また，農業収益と農外所得のそれぞれの基準値に対

する割合の合計値が 100%を下回る経営の経営主である。 1988年の保険料補助

受給者数は保険料納付者数の 37%であった。補助金額は，低所得経営で 159マ

ルク，中所得経営で106マルクで，高所得経営で53マルクであった。この結果，

低所得経営の 1989年の補助金控除後の実質保険料は 1977年保険料額を下回る

〈なお. 1989年の老齢年金額(基本額〕は1977年の1.7倍〉こととなった。

イ.生産中止年金制度

ゲi1980年代の農地譲渡年金制度をめぐる条件は農産物過剰と非農業部門の

雇用問題の深化から，制度発足時 0969年〉とは基本的に異なることとなり，

農地譲渡年金の支給条件を 1983年末の農地譲渡までとする農業主老齢扶助法

〈以下「老齢扶助法」という〉の条項を延長しないこととされた。したがって，
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その後の農地譲渡を年金支給対象とせず，農地譲渡年金受給の新規発生が終了

した。しかし， r高齢者の 3分の 1には後継者がおらず，それらの経営主は単

に通常の年金支給開始年齢までは充分な経済的保障がないとの理由だけで営農

を継続している場合が多く……短期的には所得をもたらそうが，長期的には，

投資が必要となりかえって経営状況を悪化しており……社会政策的及び農業政

策的・・…・要請(3)Jから，西独政府は農地譲渡年金制度に代わる年金制度の導入

をECで交渉し， 1988年EC理事会規則で各加盟国が生産中止年金制度を導入

することを承認させた。

西独では， 1989年 2月21日付で生産中止年金法を公布 1月 1日に遡って施

行した。

げ) 生産中止年金の受給条件は， 15年以上農業者年金の保険料を納付した，

58歳を超えた農業者年金制度の被保険者およびその寡婦または寡夫が，直接利

用していた土地で、の生産を中止したことである。なお，寡婦または寡夫が保険

料を納付していた経営主と協働しており，配偶者の死亡後経営を引き継いだ場

合は，死亡した配偶者の保険料納付済み期聞は引き継がれる。また，休耕奨励

金，粗放化奨励金〈後述〉や転換奨励金の受給者は対象としない。

伊) 生産中止条件には需給要因の休耕と構造要因の移譲がある。休耕地とし

て認められるのは，農用に利用されていない土地，環境保全的施策の対象地，

老齢扶助法に該当する造林された土地である。

老齢扶助法の老齢年金が請求開始年齢になるまでの間，当該土地を 5年間以

上休耕すること，休耕の認定には，環境，自然保全，景観および空間整備に配

慮することが定められている。

経営移譲条件としては，第三者移譲が基本で，経営譲渡する夫婦と経営譲渡

される夫婦との聞に直系の血縁関係がないこととされている。経営移譲が賃貸

借等の場合は移譲期間が 9年以上とされ，経営移譲の相手方の資格として， 19 

53年12月31日以前に生まれた者については5年以上経営していたこと，それ以

降に生まれた者については，農業経営を秩序正しく経営できることおよび譲り

受けた経営を営む能力を備える適切な教育を受けたことの証明書をもっている
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こと，移譲後5年以上老齢扶助法に基づいた経営が継続すること等が規定され

ている。

なお，自留地分とし認められている被保険者資格最低面積の 4分の lの土地

(西独平均 1ha)からの農産物の販売額は一定基準 (2年前の全年金加入者の

平均労働収入に1.2を乗じた額の 7分の lで， 1989年では月450マルク〕未満で

なければならない。

同 生産中止年金額は，経営移譲の場合は基礎年金のみが支給され，老齢年

金額と同額であり，休耕の場合には基礎年金に加え面積加算金が支給される。

面積加算金は，各国場の平均収益値が25以下の場合は年間 1ha当たり 150マル

ク/haで，平均収益値が l高くなる毎に 10マルクの収益性が加算される。造林

の場合は倍額である。(最高限度は休耕地 1ha当たり 600マルク〉。

け) 保険料補助金制度は， EC農政改革により生ずる所得問題に対応して，

非農業勤労者の収入を勘案して低所得経営を中心として直接的に移転所得を高

める施策であり，農工問所得均衡の目的に貢献する貿易歪曲効果の少ない政策

手法であるといえる。

生産中止年金制度は「休耕と経営移譲を支給要件として，経営主の自由な決

断(4)Jに委ねた選択の道を拡げ， I営農を去る人々の社会的・経済的保障の他

に農産物の過剰，残っている経営の農業構造を改善し，同時に自然、および環境

保全に貢献することを目的(5)Jとしている。即ち，需給緩和，ドイツ農業の競

争力の改善，後継者のいない経営の所得支持と環境保全という目的達成に貢献

することを政策目標とした貿易や市場歪曲的手法で‘ない生産中立的な所得支持

的な政策手法であることを特徴としているといえよう。

(2) 地域・構造政策

50年代の農業構造政策は，耕地整理，密居集落からの転住，規模拡大等の生

産基盤条件の改善により，農業者の自助により農業生産性を向上し，農工問所

得格差を解消することが期された。 60年代には農業構造政策の対象は農業生産

から農村空間へ次第に広がり，また，農村空間も単に農業生産の場としてでな



西独におけるデカップリング的施策の諸梅と意義 81 

く，種々の機能が複合的に存在する空間として捉え，そのような農村空間を国

民の文化的資産としての維持，形成が重視された。 70年代の構造政策は，地域

振興的側面を重視するシラー・プラン 0969年〉との関連で農村地域における

地域的構造政策の視点が強調された。また，いわゆるェルトル・プラン「個別

経営助成と社会補完計画」により，①投資の振興助成(利子補給〉を長期的に

土地・労働・資本の生産要素の合理的活用とが期待できる「助成基準JFりrder

ungsschwelleを上回る個別経営に向ける個別経営助成と，②生産基盤や所得基

盤の不十分な助成基準を下回る経営体には，新規投資を刺激をしないようにし，

農地譲渡年金等離農促進的な社会政策的措置を講ずると L、う選別的傾向を明確

にした。これは， 1968年のマンスホルトプランや1972年の「農業構造改革に関

する EC指令」等のECのラインに沿ったものである。なお，西独の農業構造

政策は共同課題「農業構造改善及び沿岸保全改善法J 0969年制定〕に基づき

連邦と州の共同で，個別経営を超える農地整備，村落再整備，水利事業等と個

別経営的な投資の利子軽減，調整金の支給等が進められた。

1980年代後半の構造政策の特徴は， EC農政改革(前述〕に対応し，第 1に，

能率と競争力の改善をめざすものの，同時に生産向上施策から所得支持的施策

と減産的あるいは生産中立的施策に転換，第 2に， 1970年代の選別政策から中小

径営保護・農民的家族経営の維持政策に転換，第 3に，食料生産以外の環境・

景観等の農業・農村の多面的機能への配慮，国民の余暇・保養への需要の増大

lこ対する農村地域の機能を強化し，第 4に，ハンデキャップを負う地域への対

第 17表農業構造費主要項目予算額(連邦資金〕

「単位.百万マノレn

1987年 1988年

構造前計画・農地整備 326.5 2白.7

水 車リ 301. 3 267.2 

海岸保全 131. 2 131. 5 

個別経営投資 599.1 662.7 

うち調整金 357.6 444.8 

資料 :f西独農業白書.JI1989年.
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応等地域の差異に対する配慮を強め，第5に，連邦食料農林省の予算のうち，

生産向上に結び付く投資や個別経営の枠を超える基盤整備事業的型のタイプよ

り，ハンデキャッフ。調整金等の農業主への直接的所得援助に多くの経費がさか

れることとなった(第17表〉。

r1973年から1984/85年までの共同課題「農業構造及び沿岸保全改善(6)J関

係費における個別経営に対する政策費の割合は. 25%を上回ることはなかった。

また，水利事業，土地改良事業，海岸保全および農地整備事業等の個別経営の

枠を超えるものの割合が. 65%と大きな割合を占めていた。しかし，その後，

調整金が著しく増大し， 農業主に直接支払われる資金は 3分の 1以上となっ

た(7)J 

このような80年代の西独の農業構造政策は，総じて. ECの市場・価格政策

の転換に応じて，構造政策も過剰対策の機能を強めつつ農業者の所得を直接支

持L..さらに国民レベルで必、要性が高まった環境・景観・保養，農村の定住的句

機能等の機能の充実といった社会構造的性格を強めている。

80年代の農業白書は，農業構造の問題を同時に農村地域の発展の問題として

とらえ，農村問題を重視しているが. r農村には国民人口の半分が居住し，農

村地域は国土面積の80%を占め，また，農村の10人に 9人が農林業以外の工業p

商業およびサービス産業に従事しており (8)J.農村は，食料生産の場としてば

かりでな<.景観，居住，経済活動，保養，動植物の生育等の国民の生活基礎

条件の多面的機能を担う空間として強調され，重視されている。このため，農

村は定住的視点でも経済的視点でも機能的で，かつ，環境的にも優れ，将来，

人々を都会からここに定住させる魅力的空間であることが期待されている。

ヘーレーマン農民同盟会長も「ヨーロッパ域内市場統合のための競争力の強、

化が農業主の存在を脅かす価格ー競争圧力を正当化するものとなってはならな

い……そして農村に農民がし、なくなり，そのために農村が過疎化し，荒廃する

といった忌まわしい農村の姿をどうしても阻止しなければならない…・・・共通域

内市場が完成しでも，農村の文化的，構造的，経済的多様性を促進すべきであ

る。そのためにも，全ての人のために農民的経営は将来の機会を維持しておか
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ねばならない……農村における農業と工業的職場の緊密な関係からも農村は近

代的な中小経営にとり魅力的な場所でなければならない。そうすれば，潜在的

な兼業経営主や離農志向の経営主の働き場を潤沢にできる(9)jと農村を重視し

ている。

キーヒレ農相は「共同課題「農業構造及び海岸保全改善」は農村全体を包括

する政策であるべきである。この資金は農業者をまず第 1の対象とするもので

はなく，結果としては全ての市民に対するものであることについて公の討議が

必要で、あろう (10)j と農業・農村政策が，単に農業者のためだけでなく，市民一

般・社会全体に貢献するべきことを強調している。

また，農業・農村の経済的・社会的・生態的機能についての意義を多くの人

々の理解を得るため，様々な運動が展開されていることが注目される。 1987年

6月から1988年10月の間ポルトガノレのリスボンから西独のシュレスピッヒ・ホ

ルンシュタインまでヨーロッパ全体にわたり「農村での生活を」をモットーに

「農村地域に対するヨーロッパ・キャンベーン」が展開され. r余暇と保養は

農村でj.r農村社会の婦人j.r農村家族の多様な就業一兼業」等が様々な人々

の聞で討議され(11)，農村地域の持つチャンス，利点・問題点，およびその多様

な課題が明らかにされたのもその例である。

「我が村は美しく」全国コンクールは 2年毎に実施され，市民のニーズにも

あったコンクールとして， 1989年に第15回目を迎えている。ラインハルト・へ

ッセン州農林大臣は「我が村は美しくコンクールは自分の生活空間を町や村の

歴史的・景観的要件を基礎に形成し，泊養することを刺激Lょう。……個性あ

る村の構造の維持，維持する価値ある古い建物の確保，地域を緑で囲むこと，

文化的・社会的生活を組み込み……我が村は美Lくコンクールは最近の農村空

間の価値を高めることに著しく貢献している(12)j としている。

市民サイドからも「農家で休暇を」をモットーとして，農家での民泊の需要

が高まっている。そして，これは，同時に農家の所得源にもなっている。

ところで，西独が主張した生産中立的な直接的所得支持策，ハンデキャップ

地域に対する所得補償，生産中止年金，環境・景観的配慮の諸点の多くはEC
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で合意され， 1985年EC理事会の「農業構造の効率の改善に関する理事会規

則」およびその関連諸規則で大枠が決められている。西独では1984年 1月には

「個別経営助成と社会補完計画」の「助成基準J廃止， 1988年の共同課題「農

業構造及び沿岸保全改善法」の改正によって諸規則を実施に移している。以下?

とくに共通課題「農業構造改善と沿岸保全改善法」の改正，個別経営投資助成，

ハンデキャップ地域への助成，休耕補償金，生産粗放化奨励金を中心にその重

点、の転換をみたい。

ア.共間課題「農業構造及び沿岸保全改善法」の改正

西独の農業構造政策は， 1969年憲法に相当するポン基本法の改正に伴い，同

年制定された共同課題「農業構造及び沿岸保全改善法(Gesetzuber die Geme-

inschaftsaufgabe ''Verbesserung der Agrarstruktur und des Kustenschutzes" 

0971年改正〉を基礎として， 州、|の実施に連邦が協力してきたが， 1988年 7

月 21日付の同法改正法により第 2回の改正が行なわれた。改正の主眼は， 共

同で実施する課題〈第 1条第 l項〉を第18表のように改正しこれにより，西

独の農政の転換に対応するために必要な連邦と州の課題の法的基礎を明らかに

した。

このように， 1988年改正により第 l条第 1項に「市場動向への農林業経営の

適応」を連邦と州が共同で行なう課題に加え〈第 1号イ)， 生産向上政策を所

得支持的・生産減少的政策にスケールダウンすると L、う政策変化の法的基礎を

作り〈なお，本法に基づく共同課題「農業構造及び沿岸保全改善J特別基本計

画では，休耕や粗放化政策を明示した(後述))。また， i自然のパランスJ(第

2号〉をも明示し，農業環境政策の法的基礎を作った。また， i自然的立地の

不利の調整J (第 l号ウ〉も初めて明示しハンデキャップ地域の調整金を法

律上， 明確に位置づけた。「農民的家族経営への配慮J(第 1号エ)， i土地占

有・農村空間形成のための新整備J (第 2号〉も法律上明確にした。農地整備

事業も，第 1号の生産・労働条件改善の手法とされていたが，第2号に移し，

むしろ自然パランスの確保のための農村空間・土地占有を整備する手法に変更

された (1989年の農業構造促進原則においても農地整備事業は生産・労働条件
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第18表第 1条第 1項

!日 法 文 新 法 文

第 1項 I J農業構造及び沿岸保全の改善のため|旧法文に同じ

に憲法第91の2条第 l項の規定の共

同課題として認める。

第 1号 |次による農林業の生産・労働条件の|旧法文に同じ

改善のための措置

ア|農地整備及び任意の土地交換 |農林業経営の合理的形成

イ|農林業経営の規模拡大及び転住 !市場動向への農林業経営の適応

ウ|農林業経営及び農林業生産の合理的 l自然的立地の不利の調整

形成

コニ 農林業全体に意義のある農民的家族

経営に特別配慮したその他の施策

持続的・能率的な自然ノてランス確保

のための措置を含む農地整備法に基

づく農業構造改善措置による農村の

土地占有及び空間形成の新整備に関

する措置

旧法文の第 2号に同じ

旧法文の第 3号Ir:向じ

旧法文の第 4号に同じ

第 2号 1;水利的・土地改良事業的措置

善改の造

全

構

保
通

岸

流

沿

号

号

号

q
d
λ
宅

F
O

第

第

第

資料:Agra-Euro.仰(ドイツ語版) 1986. 2. 6 Documentation，西独連邦衆議院に対す

る政府説明資料 11/2153.

注第 1号イは1993年 6月30日に失効.

改善のためより，自然のパランスに配慮するものとされている〉。そして， 連

邦と州、|の財政負担率の面では，第 l条第 1項の第 1号ア，ウおよび第 2号から

第 4号等の課題については連邦が60%，チト|が40%とし，第 l項第 1号イ及び第

5号等の課題については連邦が70%，州、|が30%とした。

イ.個別経営投資助成

1970年代に実施された「個別経営助成と社会補完計画」では，一定の「助成

基準」を上回る発展可能性のある個別経営に対する投資のみに利子補給を行な

い，生産性の向上，経営規模の拡大を期したのに対し， [""助成基準」以下の経

営に対しては離農促進的政策を適用する等選別的性格がみられた(前述〉。
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しかし， 80年代には，農産物過剰と農外部門での失業問題が深化し，この計

画が増産効果や離農促進効果を持ち現実的でないこと，また，助成が上層経営

に集中し，多くの小規模経営に益しない等の批判が生じた。離農促進より農民

的家族経営の確保のために中小農業経営も助成の対象し，過剰農産物生産の拡

大に結び付かない所得および労働並びに生活改善を目的とした投資助成を図る

べきとの考えが展開された。

1984年 1月には「個別経営助成と社会補完計画」の「助成基準」が廃止され，

当該経営の改善に有効な投資であるか，投資が経済的で農業主の素質〈勤勉性

と能率〉に適しているかが助成の重要な基準になった。これにより，中小経営

一般にも融資の助成が行なわれることとなり， 70年代の「小規模」を理由に融

資されないとL、う状況が変更された。なお， 1984年 1月に導入された農業信用

金融プログラムは，兼業，専業を問わず中小経営にも，合理化，労働軽減，生

活改善の投資には助成するものであり，所得が一定限度以上の経営は対象とさ

れないこととなった。

即ち1980年代前年までの個別経営投資等の農業融資は助成の下限を定め，一

定規模以上の経営のみを助成対象としていたが，これにより，一定規模以上の

経営の助成制限に転じたほか，需給調整的投資，品質改善的投資，環境保全的

投資，産直や余暇・保養への投資が強調されている。なお， 1989年の共同課題

「農業構造及び沿岸保全改善」基本計画で個別経営投資助成計画をみると以下

の通りである。

助成対象者は，一定限度以下の専業経営主および第 1種兼業経営主で，それ

以上の経営主は対象としない(ちなみに， 1989年では，対象者は本人と配偶者

の 3年平均の所得8万マルク以下，申請時の年間 l労働力当たり労働所得が 4

万マルク以下，投資によっても労働所得が 4万8888マルク以下であることとさ

れた(13))。

助成対象は，品質改善，需要に応じた農産物の転換，生産コスト軽減，労働

条件改善，省エネに加え， 1989年からは所得の多様化のため，産直，余暇・保

養への投資も加わり，環境保全，動物保護投資と範囲を拡大した。乳牛や豚の
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大規模飼養経営への投資が制限され，鶏や卵は増産を伴わない環境・動物保全

的投資に限られ，屋外て、の機械化への投資，草地や荒蕪地の耕地化のための排

水，開墾投資に対する助成は禁止された。

助成の内容は，市中金融による借入金に対して 4%以下の利子補給(限度額

1労働単位当たり 143千マルクまたは 1径営当たり286千マルク〉と財政資金融

資〈利子 1%，償還率3.5%)と補助金(増築の場合〉であり， 融資期聞は10

年(不動産は20年〉以内で，利子補給Jは補助金で代替もできる。

なお，若齢経営主の市中金融からの借入金に対する利子補給は 5%以下，ハ

ンデキャップ地域に対しては 6%以下と通常の個別経営投資助成により優遇さ

れている。

農業信用計画においても，市中金融による借入金の利子補給(通常地域で 3

拓，ハンデキャップ地域で 5%以下) (限度額 l経営当たりまたは 1労働単位

当たり 143千マルク〉を行ない， 対象者は農業者年金被保険者であるが， 通常

の個別経営助成と同様の所得上限や助成禁止がある。

なお，暖房，ソーラー施設，バイオマス施設，風力発電，水力発電への投資

を対象とする省エネ投資は，第2種兼業経営主も対象者とし 1労働力単位当

たり 143千マルクおよび 1経営当たり 25万マルク以下の投資額に対して 20売ま

で補助することとなっている。

ウ.ハンデキャップ地域調整金

西独のハンデキャップ地域調整金は， 1984年以降の西独の農政転換とともに

大幅に伸び， 1989年現在，西独の連邦農業構造政策の最大支出項目となってい

る。 1989年の連邦・州の資金支出額は 7億 5500万マルクと， 84年の 6.8倍であ

る。また， 1988年の対象面積ほ全農用地面積の半分になり，対象経営数は約22

万で84年の約3倍となるなど定義した政策となっている(第4図〉。西独では

1975竿の「山岳地域及び条件不利地帯の農業に関する EC理事会指令 (75/269

号)Jで大枠が定められる以前に， アルプス地域， 北部地域等の農業条件に自

然的ハンデキャップがある地域に対して連邦レベルで助成されてきた。この地

域の農場での建築投資，土地改良や濯排水等のインフラストラクチュアに対し
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注.1) パーデン・ヴュ JレチンプJレグ州は農業構造改善

沿岸保全共同事業費以外も含む.

2) 暫定値.

第4図

とくにパ特別助成がなされてきた。州ベースでも地域プログラムが進められ，

イェルン州では山岳地域の放牧やアルプス地帯の牛の銅育にはプレミアムの支

給，谷からアルプスの放牧地までの輸送のための手当などの助成が行なわれたc

ECの影響を強く受けることとなった。西独のこれらの施策は，

EC共通構造政策は当初加盟国の個別的プロジェクトを融資するものであり，

自然的ハンデキャップ地域のプロジェグトが特別優先されるもので、なかった。

1970年 4月21日EEC理事会規則 (729/70号〉よって共通の施策の実施および

助成を決定し. 1972年のEECの構造 3指令(経営近代化指令・ 72/159号，離

農促進指令・ 72/160号，社会経済的ガイダンス指令・ 72/161号〉が採択された。

山岳地域および不利地域に対して共通農業

政策で特別助成する基礎をつくった。構造政策が発展可能な経営にのみ向げら

ハンデキャップ地域のような多様な空間への必要性を考慮することができ

経営近代化指令第14条第 2項(b)は，

れ，
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ないとの認識に応えようとするものであり，この指令の第14条第 2項(b)は，自

然的・構造的条件が悪いために農業における雇用が純粋な農業生産の視点をこ

えた重要性(景観の滴養，人口密度〉を持つ地域または経営近代化指令が効率

的でなL、かまたは困難である地域に適用されることとされた。 r山岳地帯及び

条件不利地帯の農業に関する1975年 4月28日のEC理事会指令 (75/268号)Jと

「農業構造の効率の改善に関する 1985年 3月12日付 EC理事会規則 (797/85

号)Jとこれらの関連諸規則を枠組みとし西独では共同課題「農業構造と海

岸保全改善法」および関連規則で連邦と州と共同で次のように実施されている

(断わりなき場合は1989年〉。

伺 この制度の目的は，ハンデキャップ地域に適した農業構造を形成・確保

し，営農を継続させることによってミニマムの人口密度の維持や景観の維持に

貢献し観光資源や海岸保全に貢献することである。調整金によって，ハンデ

キャップ地域に存在する継続的な所得上のハンデキャップを補償し，営農を継

続しこれらの目的を果たそうとするものである。

付) 対象となるハンデキャップ地域は， 1974年当初は国境に位置する限定さ

れた山岳地帯に過ぎなかったが， 84年には150万haに， 86年には約600万haと西

独の農用地面積の50%に拡大した。ハンデキャップ地域は， EC指令に基づき，.

次の a，bおよびcの山岳地域，ハンデキャップ農業地帯および小地域の 3つ

に区分されている。 86年現在 bのハンデキャップ農業地帯がハンデキャップ

地域の面積の92%と大部分を占めている。

a 山岳地按:高地または傾斜地で気象条件が悪いこと:中心または平均の

海抜が800m以上であるかまたは海抜600m以上で、大部分の土地の傾斜が18

%以上の市町村または市町村部分

b ハンデキャップ農業地帯:以下の(a)から(c)の条件に該当し，土地収益性

が小さく，主に粗放的畜産に適し，農業経済条件が悪く，人口密度が小さ

い地帯

(a) 農業比較値cl心の加重平均値が地域によって25"-'32.5以下

(b) 人口密度が130人/km(西独平均240人〉以下
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(c) 総就業人口に対する農業従事者の割合が15%(西独平均5.1%)以上

c 小地域:営農に特別のハンデキャップがあるが，観光，景観や沿岸保全

の理由から営農必要地域で，農業比較値の加重平均が原則として25以下の

地域

(ヲ) 調整金を受給者は，農業経営主で，かつ，

a ハンデキャップ地域にある農用地(適格な林地を含む〉を 3ha 以上経営

(兼業経営でもよしっしていることであり，また，

b 調整金受給開始後 5年以上 EEC理事会指令第 75/268号第 1条の目

的clめに適した経営を継続する義務がある(この義務は，農業者老齢年金・

休耕補償金・生産中止年金受給者や一定の植林や，公益的理由の強制収用

の場合は義務が免除され，土地が移譲された場合は，引き継がれる〉

同調整金額の算定にあたっては，肉牛，馬，羊および山羊の場合は 1経

営当り大家畜単位表示での家畜飼養単位を基礎(16)とし，それ以外の農産物の場

合は経営の農用的利用土地面積を算定基礎とするc1わ。なお，算定基礎の対象犬

家畜単位 1頭当たりまたは対象土地面積 1ha当たりの調整金額の下限を55マル

ク，上限を240マルク(1984年は180マルク〉とし，特にハンディが大きい地域

の調整金の上限は 286マルクとする(1988年の大家畜単位 1頭当たりまたは土

地面積 1ha当たりの平均調整金額は168マルクであった。) 1経営当たりの最高

調整金額は通常12千マルクで，販売用の牛乳を生産しない母乳牛飼養の場合は

l経営当たり 18千マルクであるc1経営当たりの平均調整金額は88年で 3千マ

ルグと84年の 2倍であった。〉なお， 休耕補償金の対象となる耕地には調整金

を支払われない。

各州は，本制度の目的，経営の資産や所得の状況を勘案して調整金額に差異

をつけ，州法により，最低額を引き下げることができる。

なお，調整金以外に87年の農業信用プログラムの中小経営向け低利子融資の

約 3分の 2.個別経営投資助成計画の助成件数のうち50%がハンデキャップ地

域に向けられ，ハンデキャッフ。地域はその他の地域より有利に扱われている。

付) 調整金の性格について，ランゲンドルフ CLangendorf)は「調整金は，
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個別経営的投資助成のように，生産過程の結果に間接的に結び付く農業施策の

グループに属するものでなく，特定の生産方法の開始に結びつくとしても，対

象経営の可処分所得を上昇させる農業施策のグループに属している。したがっ

て，調整金は直接的所得移転である。調整金は人的メルグマールで、なく，経営

的メルクマールにより算定されるので， ウィレ (Wille) は調整金を経営関連

的直接的所得移転とよんでいる(18)Jとしている。ちなみに，調整金関連所得が

所得に占める割合は1987/88年で10.3%であった。

ケスナー (Kuessner) は調整金の目的を「ハンデキャップ地域の農家の所得

を改善することによって達成すべき」としているが， iこれらの地域の現在の

農業構造を維持することが重要なのではなく，むしろ，農業構造を立地や地域

の条件に適合させることが重要(19)Jとしている。

ボン大学ハインリッヒマイアーを議長とし， 13名の西独各地の大学教授から

構成される連邦食料農林省の経済諮問会議は， 1989年2月農産物価格政策の補

完措置についての見解をとりまとめ，調整金は i80年代に対象経営の所得状況

を改善する牽引力を著しく高めたことは疑いもないα0)Jとしつつも「継続的な

農地依存的移転的支出は，高L、小作料に加えて，その一部を非営農的土地所有

者にさらに移転し農業の外部経済効果には悪影響を与えないものの，農業内

部での好ましくない所得の再配分に結び付きJ，i農業の生産諸力の量的・経営

構造的 適 応 を 困 難 に するJ，r農産物価格政策の改革の結果，農業の経営所得の

機会がドラスチックに制限されることに対する調整としての所得移転は必要で

あろうが，時限的にすべきであり，継続的な場合には，明確に定義され，かっ

白然と景観に意義のある給付との証明を付すべきαOJとしている。

即ち，調整金は，抑制的市場価格政策の補完措置としての直接的所得移転措

置であり，価格政策より生産中立的で，かつ，景観等の外部経済効果を伴うも

のといえるが，その時限性を考慮する必要性が指摘されている。直接的所得支

持が移行的性格であるとする点に留意が払われるべきである。

エ.休耕補償金および生産粗放化奨励金

1988年 2月EC理事会は，一連の共通農業政策の改革において，農産物の過



92 農業総合研究第 44巻第 2号

剰回避のため休耕の導入に合意した(前述)0 4月にEC理事会規則(1094/

88)，委員会規則 (1272/88) 等の諸規則が決定され， I農業構造の効率の改善

に関する EEC理事会規則 (797/85，最終改正1094/88)(以下理事会規則とい

う〉を改正し，過剰農産物に対し粗放化計画，転換計画，休耕により生産を制

限することとなった。加盟国の参加は強制的で、休耕促進のための助成計画を導

入するものとされているが，農民の参加は自由であることを特徴としている。

西独においても 1988年 5月休耕，粗放化，転換等の需給緩和措置が共同課題

「農業構造及び沿岸保全改善に関する特別基本計画J(Sonderrahmenplan zur 

Gemeischaftsaufga be“Verbesserung Agrarstruktur und Kustenschutzes)に根拠

をおくことが各州首相と連邦首相の間で合意され，共同課題「農業構造及び沿

岸保全改善法」の政策課題に「市場動向への農林業経営の適応」を含め，また，

財政分担(連邦70%，州、130%)を明示する改正法が 7月に公布施行された(前

述〕。この特別基本計画は1983年から93年までの期限付きで，連邦資金を含め，

年間合計 3億5700万マルクが，休耕，粗放化，転換にあてられた。

間 休耕補償金支給のための1988年 6月23日農業構造と海岸保全のための連

邦と州の計画委員会による「休耕の助成原則J(“日rderungsgrundsatzefur die 

Stillegung von Ackerflachen")が発効し 7月 l日から開始された。

休耕補償金の対象となるのは， 1987年 7月 1日から1988年 6月30日までに，

共通農業政策の対象作物を作付けされ，耕地として利用されている 1ha以上ま

とまった土地であり，土地利用契約(例えば賃貸借〉が1988年 6月30日以降に

終了する土地は対象とされなし、。農業主は作付耕地の20%以上を 5年間以上耕

作休止(輪作による休止も可)， 植林， 自然・景観保全の目的といった非農業

利用，草地への転換により生産しないことが支給要件である。なお，休耕の割

合が30%を上回る場合は，補償金の支給の他に穀物の責任課徴金が免除される。

理事会規則は，加盟国は休耕した土地が農業上の良い条件，環境・自然保全

的観点から維持されるような必要な手段を取るべきであり，農民に義務を課す

ことヵ:で、きるとしている。

西独の助成規則で定められた補償金を受けるための条件ば，
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① 耕作中止の場合は，エロージョンや窒素の流亡防止のために土地を緑化

すること，施肥の禁止(有機肥料も無機肥料も)，農薬散布の禁止，既存の林

や垣の最小限度の手入れ，生物相の維持，土地改良の禁止

② 植林の場合は，植林した土地を専門的に管理すること，

③ 非農業的利用の場合は，植物・動物生産には利用しないこと，自然、保全

および景観保全的目的の利用の場合は，自然保全および景観保全的目的に貢献

しかつ，州法により権限を有する機関が管理すること，その他の場合でも，

耕作をしないこと，緑化すること，農薬を利用しないこと，

④ 草地への転換の場合は，休耕地を収益力の低い飼料作物の混作により草

地化し，水利事業や土地改良に着手しないこと，放牧の家畜によるし尿以外

に施肥をしないこと(草地造成までの聞は可)， 農薬を使用しないこと 〈草地

造成までの聞は可)， 採草は経営の家畜のために年 1回に限ること， 経営的に

1 ha当たり飼養頭数が組飼料給与大家畜基準を上回らないこと，家畜単位当た

りの家畜飼養頭数が当初より増加しないことであり，いずれの場合も，草地を

耕地に転換しないこととなっている。

各州は必要な場合は既存の自然、・水質保全や空間整備の規則に基づき特別の

休耕の形態を決定することができるとされており， ラインランドファノレツ州で

は，小川沿いの耕地を草地に戻すような自然保全的休耕を奨励しており，かな

りの実績を上げている (22)。

補償金額は休耕により喪失する所得を補償するため， 1 ha 当たり年間 100~

.600ECU 0989年10月現在， 1 ECU=156円〕の間で各国が定めることとさ

れ，西独では， 予算の範囲で次のように休耕の形態と平均収益基準値 CEM

Z)αめを勘案して定め，毎年同額が支給されることとされている。

① 耕作中止，植林や非農用的利用への転換の場合で，平均収益基準値が25

未満の場合の年間の 1ha当たり補償金額は 700マルク，平均収益基準値が 25以

上の場合で平均収益基準値が 1増える毎に20マルク増加し， 最高限度は 1416

マルクとする。ただし，非農用的利用の場合は，収入は補償金から控除する。

② 草地への転換の場合は①の額を40%減少する。粗飼料地面積 1ha当たり
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の粗飼料供与大家畜単位が 1単位を上回った場合，追加した大家畜 0.1単位毎

に上記の減少率が 2%増加する〈但し，減少率の限度は60%)。

本制度による1988年末まで、の休耕面積は約17万haで，穀物作付面積の 3.6%

であった。平均収量を 4~4.5 トン/haとすると翌年の穀物減産量は68~77万ト

ンになる。申請者は 25，289人で，所得減少の平均補償額は 1100マルク/haで，

l人当たり 6.7haに対して 7460マルクの補償金であった。申請合計金額は l

億8870万マルクで連邦・州資金の71.3%が利用された。休耕面積の65.1%が永

久的耕作中止， 33.2%が輪作での耕作中止， 草地への転換は 0.9%，植林化は

0.5%， 非農業的利用は 0.3%であった。 しかし，他の加盟国は西独に比べ調

整金額が小さく，休耕へのインセンチプが弱L、。他の加盟国で本制度の効果が

なければ， EC全体として生産抑制効果が発揮されず，生産量が保証限度量を

上回ってスタピライザーが発動されるので，介入価格が実質的に引き下がり，

西独農業者にとっては，休耕と価格抑制により所得問題がさらに厳Lくなるこ

とが懸念される。したがって，西独はさらに本制度の促進をECレベルで、主張

してい〈ことになる。

付) 粗放生産奨励金の支給は， 1989年5月12日連邦と州の共同で粗放化推進

要綱 (Fordergrundsatzefur die Extensivierung der landwirtschaftlichen Er-

zeu思mg)C24)を決定し， 連邦と州の共同課題「農業構造及び海岸保全改善」の

中で， 1989年7月 1日から実施されることとなった。粗放化奨励金の支給要件

は，理事会規則の大枠に基づき，原則的には過剰農産物を20%以上減少させる

ことであり，実施方法としては，農産物を20%以上生産削減する数量基準と伝

統的な集約的生産方式からより粗法的な農業生産方式(例:施肥の減少，化学

農薬の無使用， 1 ha当たり 2.5大家畜単位以上の家畜を飼養しないこと，飼養

家畜種類の変更〉に変更する生産方法基準がある。

奨励金の最高額は，作物で 1ha当たり425マルク，永年性作物は 1417マルク，

畜産は 1大家畜飼養単位当たり 155マルクとされている。

汐) 制度の性格

このようにこれらの制度は， ドラスチックな価格引下げを回避しつつ，過剰
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回避・財政の健全化をめざす農業者への直接的な所得支持策で、あり，同時に，

休耕地や粗放化された土地が自然保全・景観保全・環境保全，余暇・休養の利

用，種の保全のための効果をねらいとしている。

(3) 農民的農業促進法(構造法〕

1989年 7月 1日公布された農民的農業促進法(構造法〉は， EC農政改革の

一貫であるMCAの削減・撤廃によるマルク表示での農産物価格の引下げ即

ち，西独の農業所得の喪失を補償しようとするものである。

1984年から進められている EC農政改革のうち，プラスのMCA削減・撤廃

(前述〕に対して， 1984年より付加価値税の手法を用いた所得補償が進められ

ていた。農産物の付加価値税の適用に当たって農業経営主のうち会計能力が乏

しい者には，平均税率制度が適用されている。 1984年までは，農産物の付加価

値税率を農産物生産者価格の 8%とし，一方，農業経営主の既納付付加価値税

〈購入肥料・農薬等の購入時に支払い済みの付加価値税〉は農産物生産者価格

の8%とみなされており，平均税率適用の農業経営主は，実際上，付加価値税

を納付していなかった。ところで， 1984年西独のプラスMCAの5%削減に伴

う農業経営主の所得喪失を付加価値税の手法で補償することとなった。即ち，

1984年 7月から88年12月までの間は，付加価値税率を 5%高め， 13(8+5)%と

し川下には付加価値税{農産物生産者価格x13%} を付加して農産物を販売

することとした。他方農業経営主が税務当局に納付する付加価値税の計算の基

礎は13%でなく， 5%差し引き，即ち 8%を用い，しかも既納付付加価値税率

は依然として 8%とされており，多くの農業経営主は1984年以前と同様に付加

価値税を税務当局に納付する必要がなく，さらに，農産物販売額の 5%を所得

補償として手元に留めることとなった。 1989年 1月から91年12月の聞は， 1984 

年から88年までの聞の 5%を 3%とし，即ち，付加価値税率は11%，税務当局

へ納付すべき付加価値税の計算の基礎は 8%，既納付付加価値税率は 8%とL，

所得補償は 3%とすることとなっていた(なお，付加価値税による特例のため

に要する資金は， 1984年から91年までに 184億マルクと合意されていた〉。
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このように， 1989年以降は，付加価値税による所得補償が 5%でなく 3%と

なり， 2%分は当初計画に沿い削減されることとなっていた。これに対して，

西独政府は，プラッセルで、の厳しい交渉により， MCA1%を削減することが

この 2%分に相当する新たな助成で、相殺する必要があるとして新たな助成を行

なう権能をECより獲得した。即ち， 1989年以降1992年までの間で，この 2%

に相当する財源〈年間約10億マルクと推定〉の新たな助成措置を行うこと，生

産に結び付かないこと，補償金額は 1経営当たり支給額は千マルク以上 8千マ

ルク未満，対象者は農業者年金の被保険者であること等が定められ (EC理事

会規則1890/98)たC2S)。そして，長い討議の末， 1989年 7月農民的農業促進法

(構造法〉が施行されるのである。

即ち，本制度は，まずなによりも EC農政改革，特にMCA撤廃によって生

ずる所得問題の解決のための手法の一つであった。

また，所得問題の対応にしても従来のMCAや付加価値税の特例措置による

所得補償と比較すると，売上額関連的な間接的所得補償，即ち生産の結果との

結び付きが強い補償から農地面積関連的(Iha当たり90マルク〕で経営関連的

(I経営当たり1，000マルク以上8，000マルク以下〉で，生産の結果と所得補償

の結び付きがより弱く，より生産中立的な直接的所得支持的色彩が強い手法へ

の転換である。

本制度には，年間11億マルク(連邦 7億1，500万，ナト13億8，500万マルク〉で，

4年間で約44億マルクの巨額の支出が認められ，政策手法としても価格政策，

税制から予算政策への転換ともいえる。

本制度は，補償金の対象を農業者年金の被保険者とし，大畜産経営や集約的

畜産経営には一定の限界をつけ，従来の概ね対象が無制限であったことに比べ

ると農民的家族経営の確保を強化している。税法上の企業的経営と乳牛120頭，

肉牛肥育経営400頭以上等の一定以上の飼養頭羽数の畜産経営や「農民的農業

のメルクマールは畜産と土地が密接に結び付いていること」とし，農用地 1ha 

当たり 3肥料単位(例えば生後 2年以上の成牛 4，5頭〉以上の経営は助成の

対象外とされた。連邦衆議院での政府説明等によれば「飼養頭羽数の上限は，
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かつてのドイツ農民同盟の勧告に基づいており，これは，禁止でなく，助成の

限界として理解されるべき」とされており，補償金に上限と下限が設けられ，

小経営は平均以上に補償されることが可能となっている。 80年代半ばから，西

独では，畜産の集中化とそれに関連した環境への懸念ともあわせて土地と畜産

と家族が結び付いた農民的家族経営の確保が市民的レベルで、も重視されてきて

おり(前掲第4表).好ましくない集中化と工業的生産方法に対抗し，農民的

家族経営の競争力を強化しあわせて，環境浄化的生産方法を促進する手法と

したことである。

以上のように本制度は. ECの統合と EC農政改革のために必要とされるM

CAの撤廃=価格引き下げという「農業保護削減Jの補完的措置として，農民

的家族経営の確保，環境保全的目的を組み合わせた生産中立的な直接的所得支

持政策であるとみられる。

(4) 西独におけるデカップリング的施策の意義

(1)から (3)において明らかにしたデカップリング的施策の諸相に基づき，

西独におけるデカップリング的施策の意義を明らかにしたい。

ア.農業をめぐる経済理念の転換

西独の農政は，敗戦後の食料不足を出発点として，まず，食料供給の確保と

いう国民生命の維持の役割を果たすために，農業生産の増大を助成し，農業者

の所得を向上させるという政策を追求してきた。 しかし 国民の食料需要を

(過剰に)満たすこととなって，農業あるいは農村の機能は大きく変化し農

政も転換した。

その背景には. 80年代の欧米，とくに米国と英国の経済政策が， レーガノミ

ックス，サッチャーイズムに代表されるような自由な市場経済を志向する政策

運営となり.r小さな政府J.r規制緩和J.r自由貿易」を標樟する方向となっ

たことがある。この経済政策の方向は，米国. ECの農産物過剰生産と農業財

政負担の増加，農産物貿易をめぐる摩擦の激化と Lづ現実問題を踏まえ，欧米

の農業政策の分野にも影響し，より市場志向的農業政策の運営，即ち，農産物
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価格支持に代表される保護措置や貿易査曲的措置の削減に踏み出すことになっ

た。古典的とも言える「自由な市場経済」の理念が回帰1...-，農業政策の一つの

流れを方向付けることになり，農産物価格支持的保護政策からより市場経済を

原理とする農政への政策アプローチを示すこととなった。

イ.新たな所得支持手法の必要性ーデカップリング的施策の 2つの側面

市場経済的政策の側面が強化され，価格支持政策に代表される「農業保護」

の削減=市場経済志向が強調され，それにむけて国際的に合意されてきた経緯

は第2章で明らかにしたところである。しかしながら，農業保護削減=市場志

向的では，農業に問題が残り，あるいは，新たな問題が生じその解決を迫ら

れることになる。

的 問題の第 1は，より市場経済的政策へ変更されることによる「農業保護

の削減」と農業者の所得とに関することである。

戦後多くの西欧先進国で講じられた「基本法農政」の目的の一つがし、わゆる

「農工間格差」の是正問題であった。 ECの農産物価格の域内統ーや指標価格

の決定はこの是正を目的としたものであった。 ECは，過剰問題の解決のため

に，西欧各国の基本法農政の所得格差の是正という目標を放棄してはL、なL、。

しかし，過剰を配慮した共通農産物価格水準の需給均衡的価格への志向，即ち，

共通価格の引下げは，農工間所得不均衡の是正という基本法農政の目的に反す

ることになる。実際に，西独では農工問所得格差問題が激化している。したが

って，過剰解消のために所得格差是正の手段としての価格支持制度の運用の変

更が必要であっても，西独では社会的公正の視点から，所得格差是正目的がな

お妥当であると一般的に認められており，伝統的な価格支持制度に替わる所得

確保手段の開発が要請されることとなる。この意味で， 80年代後半の農政の転

換とは，基本的には農業者の所得維持，格差是正手段の新たな手法の開発を意

味する。即ち，価格政策のように生産の増大と結び付く間接的な所得支持手段

から，生産に結び付かない直接的な所得支持手段，即ちデカ γ プリング的施策

が開発されてくるのである。そして，これが是認されているのも農政改革の過

程で生ずる社会的弱者を救済すべきとする福祉 CWelfare)的概念，および「社
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会」が必要とする農政改革の進展により生ずる個人の所得の損失を各個人，経

営が対応し，調整するのに必要とみられる一定期聞は補償 (compensation)す

べきとの概念が，欧米で定着しているからであろう。これが，西独のデカップ

リング的施策の第 1の側面である。

げ) 問題の第 2は，工業化の深化の過程で，基本法制定時に前面には現れな

かった新たな課題が，農業に課せられることになる。西独では，工業化の深化

の過程で，人間の生存基礎条件である大気，水，土の汚染，チェルノブイリの

原発事故，酸性雨による森林の枯死のように，環境・自然が破壊され，また，

人間自身の「自然性」が喪失(人間と自然との交流の希薄化過程における人聞

の自然性の喪失)L，環境保全，景観保全，自然の保全，自然に触れた生活が

庖民生活の基礎条件としてあたかも国是のように強く求められ，西独の公共政

策の重大な課題となってきたことは第 3章で明らかにしてきた。自然によって

育てられる豊かな感受性，多様な自然の観察から得られる知的，感覚的能力の

開発に対する農業，農山村地域の環境保全，人間性回復に対する機能が再認識

あるいは社会的に自覚され，農業政策の転換，即ち，所得格差是正の手段の開

発に多面的機能の認識を結合した農政を展開することになる。

西独のデカップリング的施策の第2の側面は，この外部経済効果に対する認

識である。

ウ.デカップリング的施策の多面的機能一外部経済効果

ゲ) 1980年代の西独農政は，農業・農村の食料生産や工業への原料供給とい

う「市場を通ずる給付=市場的給付」だけでなく「市場を通じない給付=非市

場的給付(外部経済効果)Jである自然基礎条件の維持， 保養・余暇空間， 多

彩な景観の維持・保全，経済空間，多様な動横物の生育空間等の維持・確保の

意義を重視することとなった。これまで食料の生産の過程で，副産物のように

付随的に生産され，無償で社会に提供されていた農村の景観や自然，やすらぎ，

環境等に対して，人間の生存基礎条件に対する新たなニーズとしてすべての

人々にとっての必要な公共財として認識され，非市場的給付=外部経済効果の

提供に対して適切な支払い〈補填〉を是認されてきた。キーヒレ農相，テッブ
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ェル環境大臣，西独工業同盟等農業・農外の幅広い人々がこれを是認してくる

のは，第3章で明らかにした。このような国民の一般の生活基礎条件の確保=

非市場的給付を提供するには農民的家族経営が最も適しているとして，農民的

家族経営保護の根拠とされている。

げ) このように，西独農政が，農業者の福祉の保障，農産物への補償(生産

量および価格〉ばかりでなく，農業の公共的役割への社会的補填の観点から具

体的施策が模索されてきている。デカップリング的施策は，このような 3つの

ディメンジョンを持った政策転換の表現と言える。しかしそのうちでも，例

えば，農業者年金制度の保険料補助金やハンデキャップ地域調整金は相対的に

福祉保障的視点が強く， 休耕補償金や粗放化奨励金〈減産)， 社会構造的所得

調整金 (MCA撤廃=価格低下〉は補償的視点、が強く，生産中止年金は福祉保

障と減産補償的視点、が相対的に強L、。しかも，殆どの施策は第 3の外部経済的

効果を伴っており，かつ，それを目的とするものであった。これらの施策は，

必ずしも体系的に筋道が立てられたものとは言えない試行錯誤の過程とも見ら

れる。西独農政は，この 3つのディメンジョンの方向に政策転換しており，そ

こに，現在の農政の転換の性格と意義が見いだされる。

(ク') EC農政改革が目指している過剰の緩和および生産量制限は，環境・景

観の改善のための基本条件ともなる。デカップリング的施策として前述した諸

施策の中でもとくに休耕補償金，粗放化奨励金や生産中止年金は，農業による環

境の負担を軽減させる。そして，生産からとき離された土地を自然保全や景観

保全のために利用し，生物相や種の保全を容易にし，また，休耕地への植林ば

森林の形成に貢献する。さらに，個別経営投資に対する利子補給制度，農地整

備事業においても，環境・景観の保全への配慮が前提となっている。西独政府

は，環境と自然保全の必要性に農業生産を調和させるために，農薬使用規則，

肥料法，共同課題「農業構造及び海岸保全改善法」の改正等法制度を整備した。

1989年5月現在準備されている自然保全法改正案は，環境と景観保全のために

農法の制限に補償金を支払っていこうとしている。

判 また，農政の転換は，他面から言えば，農業という産業の公益的機能の
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重視，公共財としての土，水，大気の位置づけとそれを考慮した政策であり，

このことはいわゆる「市場の失敗」と関連するものであった。即ち， r市場経

済的志向」の政策的強化は，他面における市場経済の引き起こす負の効果に農

業部面がどのように立ち向かうかと言う問題を提起してきたものと解せられる

のである。西独の農政の転換は，この点で，現代先進国社会経済に通じる問題

への対応として注目されるべきものと言えよう。農産物過剰のもとでは，公共

的には無用なまでに食料生産を継続するために公共的性格の「土地」を使用す

ることは，土地の公共的性格に反することになるのである〈問。

エ.デカップリング的施策の国際調整への対応策としての意義

EC農政改革の中心は無制限な価格政策の所得支持機能に限界付け，生産の

抑制と転換・品質改善を中心として需給均衡の回復を図り，同時に農政改革の

過程で農業者が被る調整の困難に対応し，様々な社会的構造政策を講じてきた。

EC農政改革は，ガットのウルグアイ・ラウンド等における国際的農業調整の

対応策にもなっている。即ち，ウルグアイ・ラウンドにおける EC提案も EC

改革で得られた結果を国際問題の解決に利用している。

rEC農政改革は，これまで域内の改革を進めてきたが，同時に，農業政策

の協調的な調整のみが世界市場を安定させ，かかる貿易条件を改善するものと

なるというガットやOECD，サミットの国際レベルでの原則に基づいて信頼

すべき貢献をしているαの」。そして，過剰解決を基本問題と認識し， r農業生産

の調整，生産に結び付かない直接的な所得支持の活用」をガットへ提案してい

る倒〉。このようなEC案は，すでに合意されたECの農政改革の路線に沿って

いる。 rECが勧告された改革の路線を進めていることから ECの提案は米国

等の非現実的提案より信頼性があるα9)Jとしている。そして「非経済的要素を

交渉において考慮すべきというドンケル(Dunkels) のフォーミュラーは，共

通農業政策の社会・地域政策を承認するものとして明らかに評価されるべきも

のである(3の。」との見解も怠る。

なお，米国の干ばつによる国際価格上昇から輸出補助金単価の減少， EC在

庫川成少からも ECの農業保護水準は，低下する好運に恵まれている 1989年
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第 19表 ECのPS El) 

I 19白 I1985 I戸86 I 198戸 I1弼83)

純PSE合計(億ECU) EC10 380 490 588 

EC12 655 618 564 

純PSE合計(億ド Jレ) EClO 300 374 579 

EC12 644 713 666 

純PSE率 (%) 33 43 52 51 46 

資料:OECD， Agricultural Policies， Markets and Trade， Monitoring and Outlook 
1989， p. 70. 

注. 1) Producer subsidy equivalent (生産者補助金相当量).

2) 推計.

3) 暫定.

OECDモニタリングレポートは， PSEが1988年l乙低下していることを報告

している(第19表〉。

そして， ECは域内で進めた農政改革を，国際的農業調整の考え方とすりあ

わせ，国際的合意を，単独，かつ，前倒し的に実施したとの立場にたっている。

さらに，一方的に武装解除という形で農政改革が行なわれるのではなく，プン

タテ、ルエステ宣言にあるように各国がパランスの取れた方法で行なうことが前

提であり，実施していない国々は実施を急ぐべしと強い立場にたつことにより，

米国や豪州が最も強く希望した輸入課徴金制度，輸出補助金制度の撤廃を交渉

の対象としない戦略を展開しているようである。

主要加盟国の内でも最も農業所得問題の厳しい西独が，このような対応を決

めたことは， ECが米国等の国々に先駆け，過剰回避や農業保護軽減の方向を

含む農政改革の方向を明らかにし，ウルグアイ・ラウンドでのECの交渉力を

高め得たと L、う外交政策的効果は否定できない。

1988年， 89年西独農業白書は，西独農政の転換の方向をガット交渉において

も，考慮すべき旨の報告をしている。 iECは，ウルグアイ・ラウンドの農業

交渉において，農業保護をパインデイングし，かつ，長期的視点で徐々に相当

程度削減すること，そして，その際に，協締国聞の対外保護の不均衡を減少す

べしとの考え方を明らかにし，これによって， E CはOECDやサミットでの



西独におけるデカップリシグ的施策の諸相と意義 103 

国際的合意を配慮した。 E Cは，農業保護の算定には， OECDのPSEは原

則的に適切な手法としている。しかし，若干の調整〈生産制限的施策を農業保

護軽減的施策として認めること，国際的価洛の変動および通貨の変動を中立的

にすること，貿易に影響しない措置を除外すること〉により， ECの農業政策

の原則を適切に考慮することが必要(31)Jとしている。キーヒレ農相もガット

中間見直しの「農業保護の相当程度の削減」について言及し i1984年以来のE

Cの農政改苧は市場の安定のために著しく貢献している」とし， i価格と量に

関する前倒し的措置は農業保護の削減として扱うことがヨーロッパにとって必

要(32)Jとしてガット中間見直しはガット交渉の開始のよい基礎を提供してい

るとしている。

大半の一般市民が，食料生産lまかりでなく，景観や環境保全に資するならば

農業に対する助成を支持すると農業に同情的であり，また，このことは傾向的

に増大していること，また，他方において農業における環境汚染の懸念も高ま

っていることも，西独の農政が生産中立的な政策をとりつつ，環境・自然・景

観保全・農村空間の発展を重視するという，農政転換の現実的な背景となって

いる。その転換は市民レベルの公共的要請に応じたものであり，これが，西独

における農民と非農業者の連帯の強化の根拠となっている。

注(1) 高山隆子「酉独における農業主老齢扶助制皮の成立J(~農業総合研究」第42巻

第 1号，昭和63年 1月〉。

(2) BMELF.lnformation， Nr. 24， 1989. 6. 12. 

(3) Kie伐chle民，

(凶4引) Ki配 hle，o.砂ρ.cit仁.， p. 3. 

(5) K. Lehle “Erlauterungen zum Produktionsaufgaberentengesetz" in Agra-

Europa (ドイツ語脹)， 1989. 3. 20， Documentation 1. 

(6) 村上淳一，ハンス，ベーター・マルチュケ「西ドイツ法入門J，58-60ページ，

「立法における連邦の(州に対する〉優位とは対照的11:，行政を担当するのは主

として州」であったが， 1969年11:ボン基本法が改正され，農業構造改善政策のよ

うに全国的意義を持つものについては，連邦との共問課題とされた。

(7) Agra.Eurota (ドイツ語版)1989. 5. 8， Landerberichte p. 24-25. 

(8) Bundesministerium fur Raumordnung， Bauwesen und St包.dtebau，Leben 

auf dem Land， p. 10， p. 34. 
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(9) Agra-Europa (ドイツ語版)1989. 3. 6， L忌nderberichte7. 。0) Agra・Europa(ドイツ語版)1989. 5. 8， Landerberichte 24-25. 

U1l Agra-Europa (ドイツ語版)1989. 1. 9， Landerberichte 3. 

U21 Agra-Europa (ドイツ語版)1989. 2. 6， Kurzmeldungen 3. 

(13) 1986年の対象経営平均面積は37haで，対象投資類の臼%は，標準労働収入 3-

8万7Jレクの中規模経営にむけられた。

(1品 農業比較債は，租税上の評価類で，各農業経営と市町村の自然的，構造的，経

済的関係が考慮されている。土護種類，土壌起源，土地形態，他の自然的条件l乙

応じて決定した農地一筆毎の EMZ(Ertragsmeszahl :収穫基準値)を自然的収

穫条件により修正した bEMZ(bereigte EMZ:修正収穫基準値〉を経済的収入

条件で調整した BZ(Betriebszahl :経営基準値〉を固定資産税， 排水コストを

勘案したものである。西独の農用地の農業比較債は Oから 130の聞に分布し，そ

の平均ば40.6である。

日5) 営農を継続し，それによって，人口密度のミニマムを確保し，また，景観を維

持する。

聞大家 畜 表 示 は 2歳以上の乳牛および肉牛は 1単位 6カ月-2年の肉牛は

0.6単位 6月以上の馬は 1単位，羊(母羊)，山羊(母山羊〕は0.15単位で算定

する。ハンデキャップ農業地帯および小地域で対象とする乳牛は 1経営当たり20

頭以下とし，ハンデキャップ地域の飼料畑 1ha当たり 1経営当たり 1大家畜単位

以下を対象にできる。

(1引 算定基礎面積は全ハンデキャップ地域では農業利用面積から①の家畜の飼料畑，

軟質小麦畑 1経営当たり 0.5haを上回るりんご，西洋なし，すもも畑の面積を

控除した面積とする。農業地帯や小地域では農業利用面積からぶどうの作付面積，

てんさいおよび集約的作物(野菜，果実，ポップ，タバコ，花，苗)の作付面積

を控除した面積とする。キジ，豚の飼養や穀作経営も対象となる。

日目 Langendorf， “Die Ausgleichszulage-Ein Beitrag zur Verhinderung der En-

tleerung benachtei1igter Regionen der EG?， in Berichte uber Landwirtschaft， 

1985 Band 63(1)， p. 47. 

叫 c.Kuessner，“Federal Republic of Germany"， in Problems of the Agri. 

C1utural Devel砂押~ent of Less舟 vouredAreas in Europe， p. 71. 

120) Gutachten des Wissenschaftlichen Beirats beim Bundesminister fur Ern邑hr・-

ung， Landwirtschaft und Forsten， Flankierende Masnahmen in Erganzung 

einer Agrarpreispolitik des “mittleren Weges"， 1989， p. 28. 

121l Ibid.， p. 30. 

問 Agra-D"rota (ドイツ語版)1989. 10. 16， Kurzmeldungen 25. 
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おわりに一一今後の課題一一

本稿においては，デカップリング的施策の国際的討議の潮流，

のその諸相を具体的に論述し，その意義を追求した。

即ち， 80年代の先進国における農産物過剰を背景に，国際的農産物貿易摩擦

が激化し，農業問題の国際調整のため，伝統的な政策手法では対応できなくな

り，新たな理念や手法がその解決のため模索されてくるが，農業をめぐる国際

的調整の理念が一方ではより自由な市場経済的志向をとりつつも，他方では生

産に中立的な所得支持政策，即ちデカップリング的施策の概念を容認してくる。

デカップリング的施策の具体的内容には明示的合意がないもののOECDやガ

ットの国際的場裡での共有のタームとなってきたことを明らかにした。

EC農政改革(=工業国であり，かつ，小規模経営構造の西独は，さらに，

農業保護削減〉を受け入れ，農業保護削減をめざすウルグアイ・ラウンドの国

際的潮流に対応Lてし、く過程で多様な政策手法を開発し実施している。
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与野党伯仲という西独の政治的現実を背景に農業所得の低下に対して， 1農

民的家族経営確保」のため，西独連邦食料省予算はEC農政改革を契機に，生

産中立的な所得支持政策を中心に著しく増大した。このような80年代後半の西

独の農政転換はデカップリング的施策への重点の推移といえる。

本稿では，デカップリング的施策は，価格支持政策に代替する所得支持政策

であり，また，農業者の福祉の保障，農産物への補償(生産量および価格〉お

よび農業の公共的役割への社会的補填の 3つのディメンジョンをもつのであり，

このことが，西独の市民の農民・農政に対する合意形成の基礎である。また，

国際交渉においても影響を与えたこと，また， ECや西独の農政において環境・

公共の役割が意図的に取り組まれていることを明らかにした。

ところで，人聞の生存にとっての基礎財である大気，水，土地という自然的

公共財の価値の経済学的に妥当な評価基準とは何かについては，本稿では，明

らかにしておらず，今後に残したし、。

デカップリング的施策の分析によって，西独では農業の環境保全や景観の維

持といった公共的給付が理念的に評価されるだけでなく，直接的所得支持とい

う形態で国家財政からの支出が社会的に容認されていることを述べた。これは，

自然的公共財の経済評価が政策の現実において先行的に，あるいは試行的に実

施されていると考えられる。

そして，本稿では無限の自由財と見なされていた大気，水，土地が現代社会

において，希少財となってきたとし寸現実がその財を経済的に評価させて〈る

基礎となり，この基礎の上に，環境保全の社会的運動を通じての社会的合意を

得ながら評価の妥当性が形成されてくる経緯の一端を明らかにしたに留まって

いる。

また，西独政府は，外部経済効果を最大に発揮させるためには「農民的家族

経営」が最も妥当なものとしている。農民家族経営の意義については， r農業

総合研究」において発表した「西独における農業主老齢扶助制度の成立J，180 

年代の西独農政の基調一一農民的家族経営を中心に一一」において，年金，即

ち福祉の視点，および構造的視点から研究してきたが，環境・外部経済効果の
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面からの農民的家族経営の意義についてさらに研究を深め，農民的家族経営の

研究を発展させることも今後の課題としている。

〈本稿は，特別研究「農林地のもつ多面的機能の評価に関する研究」の研究

成果の一部である。)

(研究員)
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〔要 旨〕

西独におけるデカップリング的施策の諸相と意義

高 山 隆 子

本稿においてほ， デカップリング的施策の国際的討議の潮流， EC• 西独でのその諸相­

を具体的に論述し， その意義を追求した。

即ち， 80年代の先進国の農産物過剰を背景に， 国際的農産物貿易摩擦が激化し， 農業の

国際調整が必要となり， 伝統的な政策手法では対応できなくなるという条件のもとで， 新

たな理念や手法が模索されてくる。農業をめぐる国際的調整の理念が一方ではより自由な

市場経済的志向をとりつつも， 他方では生産に中立的な所得支持政策， 即ちデカップリン

グ的施策の概念を容認してくる過程をたどりながら， デカップリング的施策がOECDや

ガットの国際的場裡での共有のク ー ムとなったことを明らかにした。

西独が， EC農政改革（＝農業保護削減）を受け入れ， 農業保護削減をめざすウルグア

イ・ラウンドの国際的潮流に対応していく過程で多様な政策手法を開発し， 実施している。．

与野党伯仲という政治的現実を背景に農業所得の低下に対し， 「農民的家族経営確保」の

ため， 西独連邦食料省予算はEC農政改革を契機に， 生産中立的な所得支持政策を中心に

著しく増大した。 80年代後半の西独の農政転換はデカップリング的施策への重点の推移と

いえる。

本稲は， デカップリング的施策は， 価格支持政策に代替する所得支持政策であり， また，．

農業者の福祉の保障， 農産物への補償（生産量及び価格）及び農業の公共的役割への社会

的補填の3つのデイメンジョンをもつことが， 西独の市民の農民・農政に対する合意形成

の基礎であり， 国際交渉にも影響を与えたこと， また， ECや西独の農政において環境・

公共の役割が意図的に取り組まれていることを明らかにした。

西独では農業の環境保全や景観の維持といった公共的給付が理念的に評価されるだけで

なく， 直接的所得支持という形態で国家財政からの支出が社会的に容認されていること，

即ち， 自然的公共財の経済評価が現実の政策で先行的・試行的に実施されている。 そして，．

無限の自由財であった大気， 水， 土地が現代社会では希少財となった現実がその財を経済

的に評価させる基礎であり， この上に環境保全の社会的運動を通じて社会的合意を得なが

ら評価の妥当性が形成されてくる経緯の一端を明らかにした。
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